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NHKでは，調査方法論の研究を，世論調査の科学性を維持するために行ってきた。サンプルの代
表性を保つためにサンプリングや調査不能の研究を行い，調査を正確に実施するために調査方式の研
究を行い，調査の目的にかなうような質問を作成するために質問紙法の研究などを行ってきた。

NHKで，視聴率調査の前身ともいえる「第1回全国ラジオ調査」が行われたのは，1932年までさかの
ぼるが，ランダム・サンプリングでサンプルを選ぶ世論調査が行われたのは1948年11月の「全国放送番
組世論調査」が最初である。この調査は，1947年9月より1年余り，サンプリングの方法について研究を
行った後に実施された。この研究が，NHKで調査方法論研究が行われた最初であると考えられる。

調査方法論の研究は，調査方法を変更して改善するためや，調査環境の悪化などに対応するためや，
精度の向上や調査方法を精錬するために行われてきた。NHKが行った調査方法論の研究のほとんど
の成果は，NHK放送文化研究所が発行する月報（『放送研究と調査』）や年報などに報告されている。
これらの研究を概観することは，今後もNHKの世論調査の精度を維持し，調査方法論の研究を続け
ていくために役立つであろう。そこで，1947年以降，NHKが調査方法論に関するどのような研究を行
ってきたのか，サンプリング，調査有効率と不能理由，調査方式，質問紙法に関する研究について，
報告されたものを中心にたどり，NHK世論調査における精度を維持する努力について整理し概観する。

調査環境は，調査を始めた頃と比べて，日々，厳しくなってきている。見知らぬ人が家に訪ねてくる
ことを不快に思う人が増え，調査が公共に役立つような有用性があると思う人も少なくなっている。それ
に合わせて調査方式を変える必要が生じることもあり，今後はさらに，調査方法論研究の重要性が高
まっていくと考えられる。
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はじめに

調査方法論の研究は，世論調査の科学性を

維持するために重要である。NHKでは，サン

プルの代表性を保つためのサンプリングや調査

不能の研究や，調査を正確に実施するための

調査方式の研究や，調査の目的にかなうような

質問を作成するための質問紙法の研究などを

行ってきた。

NHKで，視聴率調査の前身ともいえる「第1

回全国ラジオ調査」が行われたのは，1932年

までさかのぼるが，ランダム・サンプリングでサ

ンプルを選ぶ世論調査1）が行われたのは1948

年11月の「全国放送番組世論調査」2）が最初

である。この調査は，1947年9月より1年余り，

サンプリングの方法について研究を行った後に

実施された3）。この研究が，NHKで調査方法

論研究が行われた最初であると考えられる。

当初はNHKの受信契約世帯を使ってサンプ

ルを抽出していたが，その後，使用する台帳を

受信契約の名簿から住民基本台帳に変えてい

る。そしてさらに事前に調査世帯の世帯員の性

別・生年月日等を調べてマスターサンプルを作

成し（基礎調査），マスターサンプルから調査

相手を抽出する2相サンプリング方式から直接

抽出する方式への変更も行われ，1973年にほ

ぼ現在の方式となった。また，サンプリングに

ついての精度の検証などが盛んに行われた。

当初の聴取状況（ラジオ）の調査では，調査

日の翌日，調査員が訪問して番組ごとに聴取状

況を尋ねる個人面接法が採用されていた。個人

面接法は調査票の回収率が高く，また，的確

なそして明瞭な回答が得られ，比較的突っ込ん

だ問題も取り扱いやすいと考えられていたから

である。その後，実験調査による検討の末，

1971年より調査相手4）に放送局と時刻目盛のつ

いたOMRシートに記録してもらう配付回収法

（調査員による留置法）で，テレビとラジオの視

聴率調査を実施するようになった。現在もこの

方法をほぼ踏襲している。配付回収法は回答が

安定しており，さらに，5分単位の視聴状況を

聞く形にしたことで，時間単位や番組単位に基

づく複雑な分析が可能になった。

国民生活時間調査については，1941年にラ

ンダム・サンプリングではなく農業世帯の世帯

主と家族などのいくつかの典型的な層を選んで

調査が行われているが，ランダム・サンプリン

グによる生活時間調査は1960年にはじめられ

た。1960年・1965年にアフターコード方式の

個人面接法（調査員が調査対象日の翌日に調

査相手を訪問して前日の生活行動を聞きとる方

法）で実施していたが，調査員に生活行動を

事細かに聞きとらせるのはプライバシー保護の

点からみて問題があるとして，1970年から配付

回収法（調査相手が自分で生活行動を記入す

る方法）に変更している。そして，1995年にあ

らかじめ行動名と時刻目盛が記入してある調査

用紙に記入してもらうプリコード方式に変更し

た。そのことにより，膨大なアフターコーディン

グの作業がなくなり効率的にアウトプットを出せ

るようになった。

意識調査については，当初は個人面接法で

行われていたが，近年は，有効率確保のため，

配付回収法の調査が増えた。また，郵送法も

取り入れられるようになってきた。

放送で使用する時事的な内容の機動的な調

査や選挙調査も個人面接法で行われていたが，

1990年代より電話調査法が取り入れられ，

2000年代には，サンプリング方法を当初の名
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簿方式からRDD方式へ変更している。さらに，

最近では，カバレッジ誤差を小さくするために，

固定電話のみの調査から携帯電話と併用する

デュアルフレームの調査に向けて検討が行われ

た。NHKでは，このように調査方式を改善す

る検討が行われてきた。

また，調査環境の悪化や人々のものの考え

方の変化による調査不能が増えたことから，調

査不能の研究が行われ，調査有効率の高い方

式への変更に向けて，調査方式の研究なども

行われている。かつては調査相手から確実な

回答を得るには最もよい方式といわれていた面

接法にも，調査員が介在することで調査相手

が社会的に望ましい回答をする質問があるな

ど，回答の誤差があることが確認され，また，

実施する調査機関によって結果が変わりやすい

ことなどがわかった。

さらに，質問紙法についての実験調査が行

われ，質問の仕方によってどのような影響があ

るかや，無回答や中間回答の出方についての

研究が行われている。

このように，NHKでは，調査方法の変更や

改善，調査環境の悪化などへの対応，精度の

向上のために，調査方法論の研究を行ってき

た。NHKが行った調査方法論の研究のほとん

どの成果は，NHK放送文化研究所が発行する

月報や年報などに報告されている。

これらの研究を概観することは，今後もNHK

の世論調査の精度を維持し，調査方法論の研

究を続けていくために役立つであろう。本稿で

は，1947年以降，NHKが調査方法論に関する

どのような研究を行ってきたのか，報告されたも

のを中心にたどり，NHK世論調査における精度

を維持する努力について整理し概観する。

まず，Ⅰ章で調査方法論研究に必要な，世

論調査の精度について述べ，その後，NHKに

よる調査方法論研究について，Ⅱ章でサンプリ

ング，Ⅲ章で調査有効率と不能理由，Ⅳ章で

調査方式，Ｖ章で質問紙法を取り上げる。

なお，研究報告には，分析と方法そのもの

についての考察しか書かれていないことが多い

ため，調査方法論の研究が行われた背景や方

法論研究によって実際の方法がどのように変化

してきたかについては，『20年のあゆみ』『文研

50年のあゆみ』「世論調査の20年」などのNHK

における調査や研究の変遷について記した冊

子や論文を参考にした。

また，全体を概観するために，文末に年表

を掲載した。

Ⅰ 世論調査の
精度について

調査方法論の研究では，調査精度の維持や

向上などの観点が重要である。調査精度の高

低については，信頼性と妥当性という基本的な

考え方がある。また，調査実施の各段階で，

誤差や偏りは発生する。

Ⅰ－1 信頼性と妥当性
世論調査の結果は，母集団を正しく代表し

た結果でなければならない。科学性に関わる

概念である信頼性と妥当性の観点から調査の

方法を研究する必要がある。

世論調査において信頼性とは，同条件で同

一内容の調査を行った場合，どの程度同じ結

果が得られるかということである。

妥当性とは，測定したい概念がどの程度正

しくとらえられ測定されているかということであ
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る。妥当性には，基準関連妥当性（criterion-

related validity），内容的妥当性（content 

validity），構成概念妥当性（construct validity）

がある。

Ⅰ－2 標本誤差と非標本誤差
世論調査では，調査結果には，標本誤差

（サンプリング誤差）がある。パーセントのサン

プリング誤差（E）は，母集団の値（P）と母

集団の大きさ（N）とサンプルの大きさ（n）か

ら，次の式で求めることができる。

Ｎ － ｎ  Ｐ （100 － Ｐ）
Ｅ ＝

Ｎ － 1　 　　ｎ

一方で，実施の過程で生じる標本誤差以外

の誤差を非標本誤差という。杉山（2011:124-

125）によれば，非標本誤差には次のようなも

のがある。

⑴ 調査地点を決めるに際して，不正確な資料

に基づくもの

⑵ 調査相手の抽出に際して，発生するもの

⑶ 調査不能によるもの

⑷ 調査員の不注意や不正によるもの

⑸ 調査票設計の不備によるもの

⑹ 回答記入・処理上の誤り

杉山（2011:125）は，「非標本誤差のうち，

ランダムに発生するものは，比較的対応しやす

い。たとえば，調査不能にしても，ある特定の

層ばかりに発生するのではなく，全体にまんべ

んなく発生するのであれば，サンプリング誤差

の式で，単にサンプル数を有効数におきかえれ

ばよいのである」と述べている。しかし，多く

の非標本誤差はランダムには発生せず，歪みや

偏りの形で現れる。

Ⅰ－3 総調査誤差の枠組み
近年，アメリカなどでは，標本誤差と非標本

誤差を合わせた総調査誤差（Total Survey 

Error）の枠組みによる精度評価が提唱されて

いる。

Groves et al.（2004）は，調査の品質の観

点からみた調査実施過程を図1のように示して

いる。

図の左側は測定による回答生成の過程であ

る。構成概念とそれを測定できる形にした質問

や調査票の妥当性（validity），測定（調査の

実施）において期待される値と実際に得られる

回答との間のズレである測定誤差（measure-

ment error），回答をコーディングしたり論理的

な誤りを修正したりするときに生じる処理誤差

（processing error）で構成されている。

図の右側は調査相手の代表性に関する過程

である。抽出枠の設定と目標母集団とのズレで

あるカバレッジ誤差（coverage error），標本

（サンプル）をサンプリングする際生じる標本

誤差（sampling error），調査実施とその際の

調査不能誤差や無回答誤差（nonresponse 

error），サンプリングのときに生じた確率の違

いの補正や人口統計学的な属性のズレを目標

母集団の構成に合わせる調 整による誤 差

（adjustment error）で構成されている。

それぞれの過程で発生する誤差を最小化す

ることが，調査設計者の仕事であり，このよう

な枠組みを総調査誤差（total survey error）

の枠組みと呼ぶ（Groves et al., 2004:49）。

総調査誤差の枠組みについては，アメリカの

調査方法論研究者を中心に，発展的な研究が

進められている。
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Ⅱ サンプリングの研究

サンプリングは，世論調査の代表性を確保

するための要と考えられる。NHKでは，1948

年に無作為抽出法（ランダム・サンプリング）

を導入して以降，何回か改良を加え，現在の

方法に至っている。現在の方法になってからも，

細かい検証を重ね，コンピューター技術の進歩

もあり，細かい変更が加えられている。

Ⅱ－1 サンプリング方法の変遷
1948年11月に行った第1回放送番組世論調

査は，NHKでは最初の無作為抽出法による調

査となった5）。このサンプリング方式は，GHQ

（連合国軍最高司令部）のCIE世論調査課の

指導を受けて，1947年から約1年の日時を要

して確立されている（吉田，1994）。

このときのサンプリング方式については，文

部省の統計数理研究所の協力を得てさらに検

討が加えられ，1949年11月に第2回基礎調査

図1　調査の品質の観点からみた調査実施過程（Survey lifecycle from a quality perspective）
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が行われている（水野他，1950）。

基礎調査とそのサンプリング方法について，

第4回基礎調査でみると次のとおりである（鈴

木，1952a・b，1953a・b・c）。受信契約の名簿

から抽出した19,808世帯について，現地に行

き，その世帯の満10歳以上の男女77,902名

について，世帯主かどうか，性別，年層，職業，

教育程度などの属性を調査してマスターサンプ

ルを作り（基礎調査），7,600名のサンプル7組

（全国意向調査用）と1,200名のサンプル42組

（聴取率調査用）6）を作り出している。実際に

は，調査対象は15歳以上であるため，15歳未

満を除き，属性で並べ替えを行い，各サンプル

がなるべく均質になるように作成している。ま

た，サンプル作成後，国勢調査結果との比較，

サンプル相互の比較を行い，サンプルの妥当性

や信頼性を検証している。この方法は，1958

年まで使われていた。なお，1960年10月と1961

年1月に実施された基礎調査では，母集団を

受信契約者から全国民に切り替え，住民基本

台帳を利用するようになった。

そして，1963年には，基礎調査を行わずに

住民基本台帳から直接サンプルを抽出する方

法に変更された。ただし，住民基本台帳の整

理が完全ではない市区町村があり，1965年ま

では拒否・不在を除く調査不能率の高い地点

や転居の多い地点等で現地踏査を行って，調

査相手が居住しているかどうかの確認を行って

いる。

この頃のサンプリング方法は，層化無作為3

段抽出法で，第1段階で市区町村抽出，第2

段階で字・町丁目抽出，第3段階で調査相手

個人を抽出していた。

サンプリング精度は段階を少なくするほど高

くなるため，1973年からは，2段抽出へと1段

階減らした。第1段は調査市区町村内の字・

町丁目を1人の調査員がカバーできる範囲内に

まとめたグループ（調査地点）で，第2段は調

査相手個人である。この時点で，住民基本台

帳からのサンプリング（全国調査サンプリング）

は，現在とほぼ同じ方法となった。

通常，第1次抽出単位（または，第2次抽出

単位）に国勢調査区を使う方式をよくみるが，

NHKでは，標本抽出枠が住民基本台帳である

という理由から，住民数が適正な規模になるよ

うに字・町丁目を合わせたグループを作成し，

それを第1次抽出単位とし，そのグループの中

から調査地点（当たりグループ）を抽出してい

る。

全国調査サンプリングの業務は次の手順で

行われている。

①基本計画の策定

②市区町村データの更新

③市区町村の層化と調査地点（当たりグルー

プ）を含む調査市区町村の決定

④調査市区町村内の字・町丁目別住民数の

役場（所）への問い合わせ

⑤調査市区町村内の字・町丁目をグループ

分け

⑥調査地点（当たりグループ）の決定

⑦調査相手抽出指示書の作成（スタート番

号とインターバルの計算）

⑧住民基本台帳の閲覧手続き

⑨調査相手の抽出

これらのうち，②③を75年に，⑥⑦を84年

に，⑤の一部を94年にコンピューター化した。

さらに，2004年にオフィスコンピューターから

パソコンシステムに置き換えた。

そして，2012年に，各地のNHKの放送局

が市区町村役場（所）に対して行っていた住民
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数問い合わせを廃止し，④の住民数データの

入手の代わりに市販の字・町丁目別の住民数

を使用し，緯度経度付き全国地名データを購

入して，字・町丁目の代表点とされた緯度経度

を使用し，⑤のグループ分けを自動化し，調査

相手抽出指示書の作成までを全面的にコン

ピューターシステムで行えるようにした。

長年にわたり，2年に1度，調査地点を抽出

し，1年分の調査の調査相手をまとめて抽出し

ていたが，2012年の全面コンピューターシステ

ム化と同時に調査地点の抽出を1年に1度にし

た。また，外部委託の調査については，NHK

で抽出して調査相手のリストを外部委託機関に

支給していたが，2006年に住民基本台帳法の

改正が行われ，閲覧時に調査票を自治体に提

出することが必要となり，調査票確定前にまと

めて抽出することができなくなった。そのため，

外部委託機関に調査地点の字・町丁目と抽出

するスタート番号とインターバルの入った調査相

手抽出指示書を渡し，抽出も委託するように

なった。そして，調査ごとに調査地点の抽出を

行っている。

ここまで，サンプリング方法の大きな変遷を

みてきたが，この間も細かい変更がなされ，方

法が定まった。以降では，その時々に行われて

きたサンプリング方法の検討や研究についてみ

ていくことにする。

Ⅱ－2 カバレッジ誤差の軽減
世論調査の企画から実施に至るまで，どの

段階でも同様であるが，特にサンプリングにつ

いては，現実と理論の兼ね合いで最適な方法

をとる必要がある。

サンプリングをはじめるにあたっては，まず，

母集団を定める必要がある。目標母集団は日

本全国の地域であるが，実際の調査のことを考

えると，実際の母集団は調査不可能な地域を

除外したものにせざるを得ない。しかし，カバ

レッジ誤差を小さくするために，除外する地域

はなるべく小さくする。

除外地域については，1971年度全国調査サ

ンプリングについての報告書7）によれば，2種

類の除外地域があった。1つは，市町村単位で

の除外で，離島などで調査日程内に行き来する

ことが困難な市町村が除かれている。

2016年は，次の基準により市町村単位で地

域を除外している。

1）各地のNHKの放送局から公共交通機関

を利用して，片道8時間以上かかる市町村

（放送局と市町村は都道府県単位）

2）1日の便の回数に平均運行率を乗じた積

が2回以下の市町村

3）福島県の原発周辺で①帰還困難区域②

居住制限区域③避難指示解除準備区域

のいずれかが少しでも関わっている市町

村

1）と 2）については，1971年度の基準とまっ

たく変わらない。現在では，調査の実施は

NHKの放送局ではなく調査会社が行っている

が，NHKの放送局のほとんどが都道府県庁に

近いため，現在も同じ基準を使用している。3）

については，東日本大震災以降に付け加えた

ものである。この基準により決められた2016

年度の除外市町村は，表1のとおりである。総

人口128,226,483人に対して，除外市町村は，

35市町村224,720人で，除外率は0.18％と極

めて少ない。

かつては，除外地域について，第2次除外

基準というものもあった。それは，調査地点を
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含む市区町村を決めた後で，調査の実施が困

難である地域を除外するというもので，1970年

度の第2次除外基準は次のようなものである。

ア 郵便規則第85条による無配地域

イ 文部省僻地度小学校3～5級の地域

ウ 1車線自動車道路（巾3ｍ以上）から2㎞以

上離れた地域

エ 人口80人以下で，隣の部落へ2㎞以上離

れた地域

オ 人家点在，広範囲地域

カ 調査を実施する上で，調査員の身体に危険

があると認められる特殊地域

キ 自衛隊，病院，トラピスト

ク 公職選挙法施行規則第2章第16条の別表

で定められた不在者投票を行うことのでき

る地域

ケ その他，調査の実施が不可能もしくは特に

困難と思われる地域

1971年度には，このうち，オ，カ，クとキの

自衛隊が外されている。また，ウ，エについて

は，現地の放送局とともに，地図などの資料

を使い，調査地点が広範囲にならないように

地域を区切ったり，サブグループを作って，調

査地点が複数の地域にまたがらないようにした

りして，なるべく除外しないような工夫が行わ

れている。なお，第2次除外基準が使われた

のは1977年度までである。その後は，どんな

条件の悪い地域であっても調査相手を抽出し，

調査実施が不可能な場合には調査不能として

処理している。

Ⅱ－3 �調査相手抽出インターバル
の問題

サンプリングが現行の方法に変わる前の

1969年から1970年にかけて，調査精度が高

く，かつ，調査実施上の問題の少ない理想的

なサンプリング方式を求めるために，NHKと日

本女子大学が共同でサンプリング研究会を設

表1　2016年度 除外市町村一覧表

局名 市町村名 島名 人口（人）

東京

島しょ三宅村 三宅島 2,714
島しょ御蔵島村 御蔵島 298
島しょ青ヶ島村 青ヶ島 167
島しょ小笠原村 父島など 2,553

新潟 岩船郡　粟島浦村 粟島 358

鹿児島

鹿児島郡　三島村 黒島など 375
鹿児島郡　十島村 横当島など 665
大島郡　大和村 奄美大島 1,643
大島郡　宇検村 1,836
大島郡　瀬戸内町 9,411
大島郡　喜界町 喜界島 7,629
大島郡　徳之島町 徳之島 11,619
大島郡　天城町 6,411
大島郡　伊仙町 7,074
大島郡　和泊町 沖永良部島 7,011
大島郡　知名町 6,446
大島郡　与論町 与論島 5,456

沖縄

島尻郡　粟国村 粟国島 760
島尻郡　渡名喜村 渡名喜島 406
島尻郡　南大東村 南大東島 1,290
島尻郡　北大東村 北大東島 578
島尻郡　伊平屋村 伊平屋島 1,316
島尻郡　伊是名村 伊是名島 1,557
宮古郡　多良間村 多良間島 1,231
八重山郡　竹富町 竹富島など 4,205
八重山郡　与那国町 与那国島 1,497

福島

南相馬市 64,539
双葉郡　浪江町 19,084
双葉郡　双葉町 6,354
双葉郡　大熊町 10,849
双葉郡　富岡町 14,111
双葉郡　川内村 2,739
双葉郡　葛尾村 1,489
伊達郡　川俣町 14,732
相馬郡　飯舘村 6,317

除外人口計 224,720

除外市町村数 35

総人口 128,226,483

除外人口の総人口に占める割合 0.18%

※人口は，平成 27 年1月1日現在の住民基本台帳による（外国籍含む）。
※ H27 年度除外市区町村は 38 市区町村で，人口は 235,129 人

（0.18%）。
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けた。この研究会においては，電子計算機の

発展が寄与しており，日本女子大学計算研究所

でシミュレーションによる解析が行われている。

この中で，調査相手を抽出するときのイン

ターバルの問題が研究されている。世論調査

では，住民基本台帳などの名簿から調査相手

を抽出する方法は，通常，スタート番号とイン

ターバルによる系統抽出法（等間隔抽出法）を

使う。これは，台帳に掲載されている住民が

順に並んでいるのを，順番に数えてスタート番

号に当たる番号の人を抽出，次からは，抽出し

た人の次の人を1として数えてインターバルに当

たる人を順に抽出していく方法である。

この系統抽出において，世帯順・世帯内個

人が世帯主から決められた順に並んでいる場

合に，調査相手をインターバルとした数によっ

ては抽出結果に偏りが出る可能性について，次

の3つの問題についての検討がなされた。

＜問題甲＞　住民票記載の各個人が，その人

の属する世帯人数の違いにもかかわらず，等

確率抽出の場合の結果のよい代表になって

いるかどうか。

＜問題乙＞　抽出されたサンプルが属する世帯

の世帯人数は，その1つ前に抽出されたサン

プルの属する世帯の世帯人数に無関係か。

＜問題丙＞　サンプルを世帯人数別に分けて

みたとき，世帯員の記載順位に無関係に抽

出されているかどうか。

この問題を検討するために，全国，全国市

部，全国郡部，全国市部人口集中地区，東京

都，また，大きな団地があり，都会の中でも特

異な世帯人数分布を持つと考えられる東京都

の金町地区の6種類の世帯人数の分布を，電

子計算機を用いて，配列順がランダムな架空の

名簿を作成した。また，金町地区については，

住民票からそのままの配列で転記した名簿も作

成して検討した。

検証の結果，問題甲と問題乙については，

問題がないことが確認されたが，問題丙につい

ては，4人世帯の占める比率の多い地区におい

ては，インターバル4，または，8を用いると，

サンプルに歪みが生じることがわかった。この

歪みは，母集団の世帯人数の分布型によって生

じるものであって，金町地区では，ランダムな

配列順でも実際の住民票の配列順であっても

発生している。また，全国ではインターバルが

3，6の場合に歪みが生じている。したがって，

母集団の世帯人数分布型とインターバルとが，

からみ合って好ましくないサンプルが得られる

おそれがあるので，系統抽出によるサンプリン

グではインターバルの決定に慎重を期する必要

があるとしている。

現在，NHKのインターバルは，山間辺地と

判断したところでは15～30の範囲，それ以外

では30～60の範囲と決めているため，十分な

大きさがあり，このときの検討で問題にされた

ようなことは起こりにくい。

Ⅱ－4 調査地点数の検討
NHKでは，層化無作為2段抽出法という方

法でサンプリングを行っている。前述のサンプ

リング研究会では，2段抽出法により抽出した

サンプルにおける平均値の偏りと，精度の問題

も取り扱った。ここでは，次のA，B，2種類

の2段抽出法について検討している。なお，

NHKでは，サンプリングAの手法を主として用

いている。

＜サンプリングA＞

第1段抽出（確率比例抽出）
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R個の母集団集落を，その集落の大きさに

比例した長さを持たせて配列し，これから等

間隔抽出によりr個の集落を抽出する。

第2段抽出（等確率抽出）

各サンプル集落からその集落の大きさに関係

なく，同数のサンプルを抽出する。

＜サンプリングB＞

第1段抽出（等確率抽出）

R個の母集団集落から，その集落の大きさ

に関係なく，等確率にr個の集落を抽出す

る。

第2段抽出（確率比例抽出）

各サンプル集落の大きさに比例したサンプル

数を，各集落から等間隔に抽出する。なお，

全サンプル数が調査指定数になるよう抽出

確率を計算する。

これについて，母集団の集落数R，Yes反

応率（ある選択肢への回答比率）P，その分散

σ2，サンプルの第1段抽出集落数rの4つの

要因を変数とするシミュレーション・モデルを作

り，平均値の偏りの有無，平均値の分散の大

きさを計算して検討した。サンプリング精度の

理論式はサンプリングBについてはわかってい

るが，サンプリングAについては，導くのが難

しかったので，シミュレーションの手法を用い

たのである。

シミュレーション・モデルのためには，NHK

が1969年に実施した東京都所在の4年制大学

の学部を第1次抽出単位とした「大学問題調

査」の母集団を例にとっている。学部ごとの在

籍数の平均は2,100名，標準偏差は1,800名

である。母集団集落数（R）は50集落，100集

落，300集落として，Yes反応率Pは20％，30％，

40％，50％，70％，分散σ2は （5％）2，（10％）2，

（20％）2 の場合を分析している。

サンプル集落数rは，2集落，10集落，20集

落，30集落，40集落，60集落（R＝300の場合

のみ）の6種類，サンプルサイズは，1,000名

に固定している。

したがって，サンプリングAの1集落あたりの

サンプル数は1,000／抽出集落数となっている。

サンプリングBについては，抽出集落ごとの人

口数の大きさに比例させているので，集落ごと

のサンプル数は一定していない。サンプルの

Yes反応率の平均値と標準偏差で検討を行っ

た。母集団集落数R＝300,イテレーション（く

り返し）回数300回のときの，サンプルの標準

偏差は，表2のとおりである。

これによって，NHKで使われているサンプリ

ングAについてわかったことは，次の3つであ

る。

①サンプルの平均値に偏りがないこと

②サンプル精度において，サンプリングBよ

りやや優れていること

③第1段抽出集落数（調査地点数）は，40

程度で十分なこと

この③の結果を受けて，現在のNHKでは，

地域調査のサンプリングの調査地点数は最低

40とし，分析の際に，地域別の分析をすると

きにも，調査地点数40以上で分析を行ってい

る。

Ⅱ－5 �層別・2段抽出や2段抽出
の実績精度

1978年と1983年に，実際の層化無作為2段

抽出法や2段抽出法の分散が無作為抽出法の

場合と比べてどのように異なるか研究を行って

いる。この研究の方法は，実際のデータから

層別無作為抽出，層化無作為2段抽出，無作
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為2段抽出の推定分散の式を計算したときの

標本誤差vx（実績精度）8）を，無作為抽出の推

定分散の式で計算したときのvxと比べることに

より，それぞれ層化2段の影響，層化の効果

（層化を行うと単純無作為抽出よりも精度がよ

くなると考えられる），2段の影響を調べるとい

うものである。

なお，影響（効果）は，例えば，

層別・2段の影響 ＝ ×100
層別・2段vx － 単純vx

単純vx

で計算したものを指標としている。

高宮・杉山（1978a）では，「低成長時代の

生活と意識」「家庭と教育」「日本の夫婦像」

「日本人のテレビ観」のテーマで1976年から77

年にかけて実施された4種の全国世論調査の

各質問項目での実績精度を算出した。「家庭と

教育」が全国5,400人（300地点×18人）の調

査であるのを除くと，ほかは全国3,600人（300

地点×12人）の一般的な規模の調査である。

まず，層別の効果であるが，当然のことなが

ら，層化基準として使用している「市町村規

模」「農林漁業者」や「区市郡」の効果が著し

かった（表3）。なお，地域性と関連の薄い項

目では，層別の効果がそれほどみられない。

次に2段抽出の影響であるが，逆に「市区町

村規模」「区市郡」での影響が大きい9）。また，

質問項目についても，比較的影響が大きいもの

もあるが，男女別，男女年齢別など，どの調

査地点でも平均的な比率で存在するような属

性については影響が小さい。

層別・2段の影響では，「市町村規模」「区

市郡」「農林漁業者」が，2段抽出で悪い影響

があり，層別で良い効果のある項目である。ど

ちらかといえば2段抽出の悪い影響が大きい。

なお，「性別」では，単純ランダムよりも精度が

表2　YES反応率の標準偏差（母集団集落数 R＝300，イテレーション ｌ＝300）

サンプリングA サンプリングB
r （サンプル集落数） 2 10 20 30 40 60 2 10 20 30 40 60
P = 20％ σ ＝　5％ 3.5 1.9 1.6 1.6 1.5 1.5 3.7 2.0 1.7 1.5 1.5 1.4 

10％ 7.5 2.8 2.0 2.1 1.6 1.4 7.5 3.6 2.6 2.3 2.1 1.8 

20％ 10.6 3.9 3.1 2.5 2.9 2.0 12.0 5.6 4.1 3.6 2.9 2.5 

30％ 　5％ 3.7 2.1 1.8 1.8 1.8 1.6 4.0 2.1 2.0 1.7 1.7 1.6 

10％ 7.6 3.6 2.6 2.4 1.7 1.7 8.0 3.9 2.9 2.3 2.3 2.1 

20％ 13.6 7.8 6.2 4.4 4.9 3.7 14.4 5.8 4.6 3.8 3.2 2.5 

40％ 　5％ 3.2 2.2 1.8 1.7 1.6 1.7 3.7 2.1 1.9 1.8 1.8 1.7 

10％ 7.1 3.9 2.3 2.4 2.1 1.8 7.1 3.5 2.6 2.1 2.1 1.8 

20％ 15.2 6.8 5.7 2.9 3.7 2.2 14.1 6.5 5.0 4.0 3.5 3.1 

50％ 　5％ 4.3 2.7 2.1 2.0 1.9 1.8 4.2 2.6 2.1 1.9 1.9 1.8 

10％ 7.3 3.4 2.5 2.2 2.2 1.9 7.3 3.7 3.1 2.5 2.2 2.1 

20％ 12.7 6.4 4.8 3.0 3.9 2.8 16.4 7.2 4.9 3.9 3.5 3.5 

70％ 　5％ 4.3 2.4 1.9 1.7 1.7 1.7 4.0 2.3 1.9 1.9 1.8 1.6 

10％ 7.5 3.5 2.9 1.9 2.7 1.6 6.8 3.8 2.8 2.4 2.3 1.9 

20％ 13.3 5.9 3.5 3.4 2.6 2.4 13.7 6.9 4.8 3.7 3.5 2.8 

� P：母集団 YES 反応率，σ：母集団標準偏差
（杉山，1970 ｄ：35）
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高い。また，「男女・年齢別」では層別・2段

抽出の影響は±にゆれ動いているが小さい。

各質問項目における層別・2段抽出の影響に

ついて，「日本人のテレビ観」「日本の夫婦像」

「低成長時代の生活と意識」の3調査を合わ

せたその全項目に対する影響度別頻度分布は

表4のとおりである。このように，多くは単純

ランダムの場合の標本誤差の1.5倍以内に入っ

ている。それを超えるのは，ほとんどが先に述

べた地域特性である。

このときの研究では全国意識調査の層別・2

段抽出の影響をみてきたが，同1978年度に全

国視聴率調査の層別・2段抽出の影響と，層

化を使わないで2段抽出で抽出を行っている宮

城県沖地震ローカル調査で2段抽出の影響に

ついて同様の方法で検討している（高宮・杉

山，1978c）。

全国視聴率調査については，NHK総合テレ

ビ番組の中から165番組を選び，そのほぼ中

央の5分間の視聴率について，NHK総合，NHK

教育，民放，テレビスイッチオフの率について，

層別・2段の影響を算出した。その結果，視

聴率については，番組の如何を問わず，すべて

の番組について，標本誤差は単純ランダム・サ

ンプリングの1.2倍と考えればよいといえること

がわかった。

宮城県沖地震ローカル調査に関しては，調

査地点によって構成比率の異なるカテゴリーが

いくつか含まれていたため，2段抽出の影響の

大きいものがあった。

2段抽出の悪影響の大きかったカテゴリー

は，次のものである。

第19問　�「市ガスの代替燃料」の質問で，「市

ガスは使っていない」（164％，2段

抽出の影響，以下同じ）

第26問　�「避難場所の認知」で，避難場所は

「ない，無回答」（160％）

第29問　�ガスの種類の「都市ガス」「プロパン

表3　�層別の効果，2段抽出の影響，層別・2段
の影響 ～ 「低成長時代の生活と意識」から
（マイナスが大きいほど効果大，数値が大き
いと影響大）

項目 カテゴリー 層別の
効果

2段抽出
の影響

層別・2
段の影響

市町村
規模

東京・
大阪区部 −100％ 247％ −100％

東京・
大阪周辺 −77 247 −15

50万以上
の市 −60 247 47

10万以上
の市 −63 247 48

10万未満
の市 −52 247 98

町村 −71 247 20

区市郡

区 −55 247 65

市 −56 247 69

郡 −71 247 20

職業 農林漁
業者 −13 68 55

（高宮・杉山 , 1978a：312・313・317）より作成

表4　�層別・2段の影響（日本人のテレビ観，日
本の夫婦像，低成長時代の生活と意識）

層別・2段の影響 頻度分布
−100% 1.0%

−10～−99 0.7 

−1～−9 10.0 

0～9 38.8 

10～19 28.0 

20～29 11.8 

30～39 1.7 

40～49 3.1 

50～59 1.0 

60～79 2.1 

80～99 1.0 

100～ 0.7 

N＝289カテゴリー 100.0 

（高宮・杉山 , 1978a：314）
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ガス」（各157％）

第30問　�自家用井戸の「ある」「ない」（各135

％）

第31問　�家屋構造の「コンクリートの集合住

宅」（127％），「鉄骨入木造一戸建」

（115％），「木造一戸建」（95％）

第20問　�被害状況の「タンスや本棚などが倒

れた」（92％），「戸や窓のガラスが倒

れた」（82％）

第 8 問　�地震直後の情報欲求の「ガスの復旧

時期」（77％）

これらのカテゴリーでは，いずれも調査地点

間の分散が大きく，調査地点間のばらつきの大

きい質問のサンプル精度は，2段抽出の場合

に極端に悪くなることが実証されたとしている。

なお，このときの計算からローカル調査の2段

抽出の精度（標本誤差）は単純ランダム・サン

プリングと比べて1.75倍と結論づけている。

ローカル調査の2段抽出の影響については，

小野寺（1983）が1983年に全国県民意識調

査の結果により，47都道府県それぞれについ

て検討している。生活環境についての具体的

な質問では，70％以上の大きな影響が出てし

まう県がある。また，都道府県の特性によって

も2段抽出の影響は異なり，東京，名古屋，

大阪などの大都市周辺では，比較的2段抽出

の影響は少ない。また，調査地点数が多いと

2段抽出の影響が小さくなることについて考察

し，ローカル調査の企画では，調査内容が調

査地域でどのように回答されるかを十分に留意

した上で，調査地点数を決める必要があるとし

ている。

Ⅱ－6 代替サンプル使用の問題
調査関係のテキストに代替サンプル（予備サ

ンプル）について書かれているのをみることは

ないが，実際には使用されている場合がある。

世論調査の調査不能を代替サンプル（予備サ

ンプル）で補完できるという間違った考え方が

あるからである。年々，調査不能率は増加し続

け，NHKでも代替サンプルを使用したらどうか

という意見が聞かれるようになった。そのため，

代替サンプルを使用するべきではないという理

解を広げる必要性があると考え，2007年に問

題点をまとめた（小野寺，2007b）。

NHKでは1966・67年の2年間だけ代替サ

ンプルを使用したことがある。この当時はまだ

現地踏査を行っており，現地踏査の段階で「一

家転居」「個人転居」「長期不在」「死亡」「心

身障害」「該当者なし」について，差し替えを

行っている。1966年にはランダムに抽出した予

備サンプルとの差し替えを行い，1967年には，

男女年層の属性が一致するサンプルと差し替え

たとしている。この2年で代替サンプルの利用

は廃止になったのだが，その理由として，「①

予備サンプルそのものがサンプル理論上おかし

い，②予備サンプルにより有効数は増加，区

市郡別の有効数は母集団に近づく。ただし有

効回答者の構成比はあまり修正されない」とい

う記録がある。

代替サンプルが使われる理由は，主に次の4

つである。

①調査有効数を確保するため

②調査有効率の向上のため

③「死亡・転居」など母集団に含まれないと

考えられるものを調査対象外として差し替

えるため
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④調査不能によるバイアスを小さくするため

この4つの理由については，すべて否定でき

る。①については，推定調査有効率から必要

なサイズの計画サンプルを用意すればよい。②

については，有効率の算出を元の計画サンプ

ルサイズを母数として計算するみせかけの有効

率は高くなるかもしれないが，本来のサンプル

に代替サンプルを加えた数を分母とすべきであ

り，そうすると，決して有効率は高くならない。

③については，枠母集団10）としている住民基

本台帳のカバレッジ誤差（オーバーカバレッジ）

の補正のためと考えられるが，同時期に抽出し

た予備サンプルを代替サンプルとして使用する

と，この予備サンプルも同じ枠母集団から抽出

されているため，枠母集団と目標母集団の間を

埋めるサンプルとはならない。④については，

代替サンプルは調査不能サンプルよりも有効サ

ンプルに近いため，代替サンプルによってバイ

アスが小さくなることはない。

代替サンプルを用いることは，調査実施上に

も悪影響があると考えられる。特に調査員の調

査意欲や行動に影響を及ぼすおそれがある。

代替サンプルを用いることによって，正規のサ

ンプルから頑張って回収しようとする意欲が薄

れる可能性がある。特に調査員が現地で代替

サンプルを選ぶ場合には，接触しやすい人が

選ばれ，バイアスが大きくなる可能性が高い。

調査員には知らせずに事後に行う場合には，

コスト増や調査期間の長期化などの問題が生じ

る。

いずれにしても，代替サンプルを用いること

は，抽出確率が崩れ，調査実施上の困難さや

サンプルの偏りなどが生じ，調査の質の向上に

はつながらない。

Ⅲ 調査有効率と不能理由
の研究

世論調査の精度をみる1つの指標として調査

不能率（もしくは，調査有効率）がある。調査

不能率が高い（調査有効率が低い）調査は，

単に有効者数が少ないだけでなく，調査不能

者がある特有の性格を持った層に多く発生する

ことが多く，回答者から得られる結果が歪むか

らである。

調査有効率は，年々低下している。有効率

の推移を5年に1度個人面接法で実施してきた

「日本人の意識調査」と，同じ年に実施した配

付回収法の「6月全国個人視聴率調査」につ

いてみると，図2のとおりである。有効率は，

訪問して相手に面接して調査をする個人面接法

よりも，調査票を相手の家に留め置いて記入し

て返してもらう配付回収法のほうが高い。両方

の方式で最も有効率が高い1978年の時点で

は，個人面接法の「日本人の意識調査」は

78.5％，配付回収法の「個人視聴率調査」は

85.1％と，現在とは比較にならないほど高い。

有効率の低下は，図3にみるように，拒否と短

期不在による調査不能の増加によるものが大き

い。図4は，2013年の「6月全国個人視聴率

調査」と「日本人の意識調査」の性・性年層

別の有効率である。属性によって有効率が異

なっていることがわかる。

調査有効率の低下は，もしも調査不能がラ

ンダムに発生していれば，有効と不能はほぼ同

質と考えられるので問題はないが，調査不能に

特有の性格があれば，その影響で調査結果が

母集団と比べて歪み，偏ることが問題である。

調査不能の発生理由は，訪問調査（個人面

接法，配付回収法）の場合は，調査の段階に
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図2　有効率の変遷

6月全国個人視聴率調査

日本人の意識調査

日本人の意識調査：個人面接法，調査相手数　5,400人
全国個人視聴率調査：配付回収法，調査相手数　3,600人
＊1973年については，視聴率は11月調査，日本人の意識調査は，他は450地点5,400人に対して，300地点5,400人と異なっている。
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図3　不能理由の変遷
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短期不在（視聴率）

※「短期不在」は日本人の意識調査と全国個人視聴率調査とでは内容が異なる。詳しくは以下のとおり
　「短期不在（日本人の意識）」：10日未満不在＋深夜帰宅＋外出
　「短期不在（視聴率）」：10日未満不在+留め置き不可能＋受け取り不可能
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図4　性・性年層別の有効率（2013年 6月全国個人視聴率調査・日本人の意識調査）
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応じて，大きくは3つある。①台帳が古く転居

した人が調査相手となっていたり，住民票とは

別のところに住んでいて会えない（転居，場所

不明，長期不在など），②調査相手本人が，

不在だったり，深夜帰宅であるために訪問して

も会えない（短期不在，深夜帰宅など），③調

査相手本人や家族などから拒否される（拒否）。

それぞれの理由に合わせて対策を考えてい

かなくてはならない。NHKでは，調査有効率

の把握や調査不能の原因の発生の検討ととも

に，調査不能者の特徴を探りその対策を考え

るためにさまざまな試みを行ってきた。

Ⅲ－1 調査不能理由の分析
1973年に調査不能について，1973年2月に

実施した個人面接法の「日本人の日本人観」を

モデルにして詳細な分析が行われている（杉

山，1973a・1973b，塙，1973）。調査不能率

を属性別にみると，性別では，男性は29.8％，

女性は21.9％で男性のほうが高く，また，性・

年層別では，男性は20～34歳で40%前後と

高く，35～69歳では20～25％と低くなり，

70歳以上では30％と再び高くなる。女性では

20～24歳の20代前半が39％と男性同年代並

みに高いが，25～29歳の20代後半になると

24％とやや低くなり，30～69歳は17～20％

程度である。また，地域別にみると，「東京・

大阪」で35.0％，「東京・大阪周辺」で32.9％，

「人口50万以上の市」で33.3％，「人口10万以

上50万未満の市」で21.8％，「人口10万未満

の市」で22.3％，「町村」で21.0％と，都市規

模が大きいほど高く，小さいほど低い。

杉山（1973a）は，1968年1～2月にサンプ

ルを抽出して，4か月から1年1か月後に実施し

た実施時期の異なる7調査の調査不能率を比

較して，抽出時期と調査実施時期についての

問題を検討した11）。抽出と実施の間隔が増す

と，調査不能率が増えていくこと，また，人口

移動の多い3～4月をはさんで，それ以前に抽

出し，それ以後に実施すると転居による調査不

能率が高くなることが判明した。ここから1971

年度以前は2月15日～3月15日であった抽出

時期を2か月繰り下げ，1972年度から4月15日

～5月15日にした。その結果，同じ面接法の

1971年と1972年の同じ時期である10月の調

査を比べると（調査相手は3,600名），「転居」

が336名から182名へ，「長期不在」が121名

から59名へと減っている。その後，抽出時期

の始まりを5月にし，さらに，一部の転居の多

い地点で，10月以降の調査の転居率の高い市

区町村では調査相手を9月に抽出するなどの変

更が加えられた。なお，現在は調査の都度，

抽出を行っているが，閲覧台帳の更新が頻繁

にされないなどの理由で，「転居」などの不能

が発生する。

杉山（1984）は，「日本人の意識」調査の

1973年，1978年，1983年の3回分の分析から，

「短期不在」と「拒否」の増加を指摘している。

また，「転居」による調査不能はやや減少気味

である。さらに，「配付回収法」の視聴率調査

と比較すると，「配付回収法」のほうが「短期

不在」や「外出」と考えられる調査不能が非常

に少なく1％未満であるのに対し，「個人面接

法」では10％を超過している。これは，ある

特定の期間内に特定の個人に面接しなければ

ならないという「個人面接法」の持つ制約によ

るとしている。一方，NHKの「配付回収法」で

は，調査相手が調査期間中，最終日の夜まで

何回訪ねても不在の場合，調査票を郵便受け
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等に入れていいことになっている。そして，調

査票を自宅に留め置いた期間内に記入すれば

よいのであるから，もともと個人面接法の不能

理由にあるような「深夜帰宅」「外出」は調査

不能の理由にはない（代わりに「留め置き不可

能」「受け取り不可能」などの不能理由が設定

されているが，「深夜帰宅」「外出」に比べると

相当少ない）。また，「10日未満不在」も，「個

人面接法」の3％程度と比べて少ない。「配付

回収法」のほうが，「個人面接法」より有効率

がだいたい1割程度高い理由は，この「短期

不在」による不能率の相違によるところが大き

い。

小野寺（1995）は，1995年に，1981年から

1994年の個人面接法の調査不能の変遷に基

づいて分析を行っている。1981年から1986年

までの増加は大きかったが，その後1993年ま

では29～32％で落ち着いているとしている。

1993年の男女年層別の調査不能率の若年層

で高いという傾向は，比率は大きくなっている

が1973年に分析したときとほとんど変わらな

い。不能理由をみると「短期不在」が最も高い

が，「拒否」が徐々に増加し続け，93年では「短

期不在」の次に高くなっている。「短期不在」

は若年層ほど高いが，「拒否」は年層による差

が小さい。以前は「転居」なども問題にしてい

たが，この頃には，調査不能の問題が「短期

不在」と「拒否」の2つに集中している。

1978年から1993年まで5年に1度実施して

いる「日本人の意識」調査の男女年層別の構

成比を，母集団推定値として国勢調査に基づ

いた同年度の人口推計値の分布とχ2 検定を

行って比較しているが，どの年度の検定結果も

母集団と同じとはいえず，属性による調査不能

率の違いを反映した結果となった。ただし，「日

本人の意識」は時系列調査であることから，

「生活全体についての満足感」の質問項目を例

にとり，その結果の変化がほとんどないことか

ら，調査不能率の増加の結果への影響は小さ

いと分析している。調査不能率は安定してきて

おり，個人面接法が人々の意識を調べるため

の最良の方法であるとしているが，一方で，実

際の厳しい調査環境の悪化を考えると，次善

の対応策を検討しておく必要が出てきていると

考察している。

1993年で，調査不能率は落ち着いたかのよ

うにみえたが，2010年に「日本人の意識」調

査を利用した調査方式比較実験調査実施時

に，調査不能率を分析した結果，その後増加

していることがわかった（調査方式比較プロ

ジェクト，2010）。そのうち，特に増加したのは

「拒否」で，｢日本人の意識｣では1998年は8.6％

だったのが，2003年には12.1％，2008年は

14.5％，6月全国個人視聴率調査では，1998

年は7.1％，2003年は10.1％，2008年は13.1％

と急増している。これについては，プライバシー

意識やセキュリティ意識の高まりによるものとさ

れており，調査環境がかなり厳しくなっている

ことを示した。

Ⅲ－2 調査不能者の追跡
調査不能者が調査有効者とどう異なるのか

については，調査不能者を直接調べないとわ

からないことのほうが多い。杉山（1973a,b）

は，1973年に調査不能者への調査を試みてい

る。2月に全国で個人面接法によって実施した

「日本人の日本観」調査の次の月に，調査不能

者に対する第2次調査を行った。第2次調査で

は，「転居」「名目居住」「長期不在」の人には，
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実際に住んでいる住所での調査（追跡調査）

を，「旅行」「場所不明」「不在」の人には調査

時期・調査主体名を変えて第1次と同じ地域

で再度の調査（再調査）を行った。方法や内

容はまったく同じで，追跡調査はNHKが，再

調査は調査会社に委託して実施した。

その結果，不能の923人のうち，645人に調

査をして419人の有効を得た。当初の「日本人

の日本観」の本調査の有効率が74.4％（指定サ

ンプル3,600人，有効数2,677人）だったのに

対して，第2次調査の有効数を合わせた最終

の有効数は3,096人，有効率は86.0％である。

調査結果をみると，調査有効者と調査不能

者の地域や年層などの属性構成や質問に対す

る回答の現れ方は相当異なっていた。調査不

能者は年齢では若い層で，地域では都会に

偏っており，否定的で暗い，かつ批判的な意

見を持つ傾向がみられていた。しかし，最終

有効者と調査有効者の意見を比べると，ほと

んど一致し，このときのような75％程度の有効

率をあげた全国調査では，質問が社会，経済

の一般的問題である限り，調査不能率の影響

は心配しなくてもよいということであった。

時代が変わり，今では，このような試みを行

うのは無理かもしれない。また，有効率も下が

り，このときとは違い，調査不能率が結果に

影響しているおそれは否めず，楽観的にみるこ

とはできない。今後，どうやって調査結果に歪

みがあるかどうかを調べるか，考えていかねば

ならない。

Ⅲ－3 調査についての調査
「調査についての意識」を調査実施後に調査

相手に事後調査して聞く試みは3回行われてい

る。調査有効率低下の原因を探り，調査実施

の対策を考えるためである。

山内・米倉（2002a）は，2001年12月に同

年の「11月全国個人視聴率調査」（調査期間

11月12日～18日）の有効調査相手2,699人を

対象に，郵送法の調査を実施した。調査期間

は12月4日〜19日で，回収数は2,245人（回

収率83.2％）であった。

質問の内容は大きく2つに分けられ，第1は，

調査相手が実際に調査を受けるときに経験す

る各プロセスについて，それぞれどう感じ，ど

ういう印象を持ったのか，第2は，調査相手が

調査に協力した動機，調査全体を通して持っ

た印象，世論調査一般についての意見などと

自由記述欄となっている。

この調査では，調査の協力理由についての

質問で，協力理由が積極的な人を「積極的協

力者」，「気は進まなかったが仕方なく」「特に

理由はない」など協力理由が消極的な人を「消

極的協力者」として分析した。

「消極的協力者」は，「視聴率調査」に参加

はしたものの，調査に興味を感じることはなく，

調査は大変な負担と感じ，今後調査には協力

したくないと思っている人が多い。また，「消極

的協力者」の年層や都市規模などの属性は

「拒否」に近く，「消極的協力者」と「拒否者」

の間の境界線は極めてあいまいである。山内・

米倉（2002a）は，この両者の中に，世論調

査への意識・態度における「浮動層」が存在し

ていると考え，この「浮動層」に属する人々の

協力を確かなものとするにはどうしたらいいか

という命題が，有効率低下の原因とその対策

を考える上で重要な鍵の1つとしている。

「消極的協力者」の調査に対する意識の質問

の回答からは，第1にメディアなどを通じて世
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論調査の結果を目にする機会は少なくないが，

一方で世論調査の有用性については疑問を

持っている。しかし第2に有用性に疑問がある

からといって，世論調査や世論調査で問われ

ている内容に対して無関心なわけではない。第

3にプライバシーが守られること，調査結果が

公表され，それに容易にアクセスできること，

また結果が自分または社会にとって有用である

ことといった，自分にとっての一定の条件が満

たされていなければ調査には協力しないという

ことがわかった。そして，このような意識は，

「拒否者」を含む「浮動層」の中の一定数の

人々にも該当するものと考えてよいはずと述べ

た。

また，「浮動層」が，実際にどの程度の割合

で調査相手の中に存在しているかは特定でき

なかったため，「消極的協力者」に関する，よ

り詳細で継続的な調査・研究が必要であり，

対象外とした「拒否者」の動向をも含んだもの

でなければならないと結論づけた。

そして，山内・米倉（2002b）は，その結論

を受け，さらに，調査不能者も含めた追跡調

査を行った。目的は，どのような人が調査不能

になったのか，また調査不能者は世論調査に

対してどのような意識を持っているのかなどを

調べ，少しでも多くの調査有効を得るための手

がかりを探ることである。本調査は，2002年3

月2日～4日に個人面接法によって行われた

「日本人と憲法」調査で，有効2,336人，不能

1,264人，有効率は64.9％であった。

追跡調査は，本調査のほぼ2週間後の3月

13日～27日に郵送法で行われた。「本調査」

の有効者からは，1,937人（82.9％）（以後「有

効者」），不能者からは，432人（34.2％）の

有効回答が得られた（以後「不能者」）。調査

票はそれぞれ異なるが，「世論調査の有用性」

など共通質問も設けている。

この調査の結果から，「不能者」は，「有効

者」に比べると，政治や社会に対してより批判

的・否定的な傾向がみられた。また，「不能者」

に協力依頼状を見た段階ではどうだったかを聞

くと58％が「協力しようと思った」と答えてお

り，調査に対して当初から強い拒否感を抱き，

調査を依頼された時点で協力する意思がまった

くなかったわけではないことが明らかになった。

なお，「有効者」については，84％が「協力し

ようと思った」と答えている。

本調査で不能理由が「拒否」と分類された

159人の協力できなかった理由をみると，「拒

否」「5．わからない，無回答」であった。さら

に「拒否」の内訳をみると，「3．協力したくな

かったのでことわった」という間違いなく拒否

である人は17人のみで，ほかは「1．留守にし

ていたから」「2．病気療養中だったから」「4．

上記以外」であった。「4．上記以外」と回答し

た人に対して，詳しい理由を尋ねたところ，「忙

しかったから」「むずかしそうだったから」「個

人的なことがらについて答えたくなかったから」

「めんどうだったから」などであった。「拒否」の

うち，ほとんどは「拒否」ではなく他の分類に

なるか，さらに説得を試みて有効となってもら

いたかった調査相手であったといえる。そして，

有効の中の「消極的協力者」と，この「拒否」

の中で有効になる可能性のあった人を「浮動

層」ととらえた。そして「浮動層」への対策とし

て，追跡調査の「不能者」の結果から，いくつ

かの手がかりを見出した。

「調査協力にはどのような条件が必要か」を

複数回答で尋ねたところ，図5のようになった。

まず，「個人的な情報が外部に漏れないこと」
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や「調査をする団体が信頼できること」など，

プライバシーに関わる質問に対する抵抗感が強

い。また，「有効者」の中でも「消極的協力者」

は「積極的協力者」に比べて，年齢・学歴・

収入などプライバシーに関わる質問に対する抵

抗感は強い。調査相手の個人情報についての

配慮と，調査目的にかなった質問内容に限定

し，調査相手にとって質問されたくないプライ

バシーについての研究の必要性があると考えら

れた。

次に，「趣旨や目的が説明されること」や「生

活や社会に役立つものであること」などが多い。

事前に送付する「協力依頼状」や調査員が調

査の趣旨を説明する方法や手順に工夫や改善

の余地があるとしている。

また，「時間があれば協力する」が40％にの

ぼり，調査目的や調査設計に支障のない範囲

での調査期間の延長や，若年層や大都市に住

む調査相手に対する調査員の訪問時間の柔軟

な編成などの対応策の検討が提案された。

調査の事後追跡調査は，2007年にも実施さ

れている（関根，2007）。「ネットワーク社会の

中のテレビに関する世論調査」（全国16歳以上

の男女3,600人に対して3月3日～11日に配付

回収法で実施）の有効者2,572人からそれ以

降の調査を拒否する意向のあった2人を除いた

2,570人と，調査不能者1,028人のうち理由が

「転居」「死亡」「自宅療養」であった246人を

除いた782人，合わせて3,352人に対して，事

後に「世論調査に関する調査」を行った。

有効者からは1,972人，76.7％，不能者か

らは191人，24.4％の有効回答が得られた。

この調査は，有効・不能の両者に同じ質問

で実施して，調査に協力してもらうにはどうした

らいいかを探っている。調査協力の際に不快だ

と思うことについてみると，表5のとおりになる。

「調査結果がどう役立つのかわからない」が最

も多い。なお，本調査の有効者と不能者とで

比べると，「調査員が自宅に来る」が有効者で

は22％に対して，不能者では45％と多い。

世論調査に協力する上で必要なことについて

は表6のとおりで，「調査をする団体が信頼で

きること」「個人的な情報が外部に漏れないこ

と」や「趣旨や目的が詳しく説明されること」

「自分の生活や社会にとって役立つものである

こと」「結果が公表されること」が多く，山内・

米倉の調査と同様の結果が得られている。ほ

とんどの項目で有効者のほうが不能者を上回っ

100 20 30 40 50 60 70％

図5　調査協力に必要な条件（「不能者」）（複数回答）

個人的な情報が外部に漏れないこと

調査をする団体が信頼できること

趣旨や目的が説明されること

生活や社会に役立つものであること

時間があれば協力する

謝礼が支払われること

どのような条件でも協力しない

70

68

66

53

40

5

2

（山内・米倉, 2002ｂ：119）
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ている。

また，協力してもよいと思う調査方法につい

ても尋ねているが，「郵送法」が49％，「配付

回収法」38％，「インターネット」22％，「面接

法」9％，「電話法」7％の順で，「どのような方

法でも協力するつもりはない」は12％である。

不能者では，郵送法が61％と高く，配付回収

法は24％，面接法が4％と低く，自宅に訪問

しない方式を選んでいるという結果であった。

なお，先にあげたような追跡調査の結果を

受けた調査不能の改善策の1つとして，2006

年に行った協力依頼状の改善がある（小野寺，

2007a）。それまでの協力依頼状は官製はがき

に黒字で調査の依頼を印刷したシンプルなもの

であったが，圧着はがきにして印刷面を2面増

やし多くの説明を入れられるようにした。追跡

調査から得た知見を活かし，調査相手の調査

への不信感や個人情報を知られることに対す

る不安感を解消するような説明を入れ，間違い

なくNHKであることを示すような見た目（ロゴ

表5　調査協力の際に不快だと思うこと（複数回答）

全　体
本調査

有　効 不　能
調査結果がどう役立つのかわからない 42% 43% 33%
住所や名前が知られている 33 32 37
質問が多い 28 30 10
調査員が自宅に来る 24 22 45
調査に時間がとられる 18 18 23
回答が調査以外に使われるのではないかと思う 17 16 19
質問がむずかしい 11 12 4
立ち入ったことまで質問される 11 11 12
回答が他人に知られるのではないかと思う 10 11 9
特に不快だ，いやだと感じることはない 22 23 11

（ｎ） （2,163人） （1,972人） （191人）

（関根，2007：96）

表6　世論調査協力に必要なこと（複数回答）

全　体
本調査

有　効 不　能
調査をする団体が信頼できること 69% 70% 58%
趣旨や目的が詳しく説明されること 67 68 56
個人的な情報が外部に漏れないこと 67 68 58
自分の生活や社会にとって役立つものであること 61 62 51
結果が公表されること 53 53 50
協力する時間があること 21 20 24
謝礼が支払われること 9 9 6
どのような条件でも協力したいとは思わない 1 1 5

（ｎ） （2,163人） （1,972人） （191人）

（関根，2007：96）
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やキャラクター）にした。また，調査に対する

理解を図れるように，調査目的や，調査相手の

選ばれ方についての説明などを入れた（図6）。

改善の効果は調査不能率に直接的には表れ

なかったが，2005年の個人情報保護法施行以

降に協力依頼状を受けた調査相手からかなり

かかっていた問い合わせやクレームの電話が激

減した。特に，「本当にNHKか」「個人情報保

護法に抵触するのではないか」「住民基本台帳

を見てもよいのか」「どのように調査相手を選ん

でいるのか」などの問い合わせがほとんどなく

なった。調査に対する不信感や不安感を減らす

という，調査協力依頼状本来の役割を取り戻

すことができたと考えられる。

Ⅳ 調査方式・測定方式の
検討

NHKでは，各種の調査方式で

調査を実施してきた。当初は個人

面接法がどの調査にも用いられた。

面接法は他の方式と比べて有効率

が高く，さらに，的確で明確な回

答が得られ，比較的突っ込んだ問

題も取り扱いやすい方式と考えられ

ていたからである。しかし，2016

年現在では，一部の例外を除き，

ほとんどの調査の方式が配付回収

法に変わっている。

特に，視聴率調査や生活時間調

査のような実態調査については，

1970年代のはじめに配付回収法に

変更されている。調査員が事後に

聞くことは記憶に頼ることになるた

め，調査相手が記録したほうが正

確な回答が得られやすいこと，ま

た，特に生活時間調査で聞くこと

は個人的な内容であるため，プラ

イバシー保護の面からも回収率の

低下を防ぐことができると考えられ

たためである。一方で，意識調査

の配付回収法への移行は，調査有

効率の低下によるものである。

調査方式は，次の2つの理由か

図6　協力依頼状の例（全国個人視聴率調査） 外面

中面



73

NHK世論調査における調査方法論研究の系譜

ら変更されることが多い。1つは調査の目的に

よりふさわしい方式で行うため，もう1つは調

査有効率の低下から，より有効率の高い方式

を求めるためである。

理由はどうであろうが，調査方式を変えると，

それぞれの調査方式の測定誤差の影響で調査

結果が異なってしまうというリスクがある。しか

も，ある方式に比べて別の方式の調査結果の

比率が，常に一定量だけ高いなどという単純な

関係ではなく，質問の内容によって，偏りの方

向や程度が異なる。そのため，調査方式間の

比較は基本的に不可能であると考えたほうがよ

い。ただし，何がどのように異なるのかについ

ては，把握しておく必要がある。また，時系列

調査では過去との比較が不可能になることに

対処しなくてはならない。

そのため，NHKでは，新たな方式を用いる

際には検討を行い，慎重に変更を行ってきた。

Ⅳ－1 �聴取率・視聴率調査の方式
（1）聴取率・視聴率調査の調査方式の変遷

ラジオの放送番組聴取率調査は，1950年よ

り，翌日面接調査法で行われていた。そして，

1953年にテレビ本放送がはじまり，1954年に

京浜地区を対象とした第1回テレビ番組調査が

実施されている。その後，1961年にテレビ調

査を全国2回に拡大，1962年にラジオとテレ

ビ調査を一本化している。

また，当初，10～69歳を対象に実施してい

た調査も，子どもへの調査が可能かどうかを検

討し（吉田，1965a），1968年から7歳以上ま

で広げ，72年には年齢の上限も取り払った。

視聴率調査で最も大きい方式変更は，1971

年に，それまで行っていた調査員が番組名を

聞く「翌日面接法」から，調査相手自身が5分

単位の時間帯で記録する「配付回収法」の7曜

日調査に変更したことであろう。その後，視聴

率調査は，ほぼ同様の方式で現在まで続けら

れている。

（2）1950年代の実験調査
1950年代に，ラジオの聴取率調査の方法に

ついて，実験調査を行っている（高宮，1956）。

当時は，聴取率調査を「翌日面接調査法」（助

力想起法）という，調査する番組が放送された

翌日に調査員が調査相手を訪問して，前日の

番組について聴取の有無を聞きとる方法で行っ

ていた。

実験調査で検討された方式は3種類で，①

「同時調査法」②「助力想起法」③「聴取日記

法」である。

①の「同時調査法」は番組が放送されてい

るそのときに，調査員が調査相手を訪問してそ

の番組を聞いているかどうかを調査する方法

で，面接しているときの聴取の有無を調べるた

めに，他の方法に比べて真に近い結果が得ら

れると考えられている。しかし，実施にあたっ

ての調査員の活動範囲の問題や調査費用の問

題がある。また，短時間の番組への適用が困

難で，多くの番組の調査ができないなどの問題

がある。

②の「助力想起法」は番組が終わったしばら

く後で，調査員が聞きとる方法で，「翌日面接

調査法」もこれに含まれる。「同時調査法」に

あるような問題はなく，多くの番組について調

査でき，費用は安いが，欠点として記憶の混

同や忘却による偏りが起こる可能性がある。

③の「聴取日記法」は，配付回収法で調査

員により配付された調査用紙に調査相手が自
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分で記録する方法である。「助力想起法」と同

様，多くの番組について調査でき，費用が安

い利点があるが，前もって調査票を配付するこ

とが聴取状態に影響する可能性があり，調査

相手自身が記入したかどうかや，聴取の都度記

入したかどうかがわからないなどの欠点がある。

実験調査は3回にわたって行われており，主

に相関係数と回帰分析による検討が行われて

いる。1952年に行われた「翌日調査法」（助力

想起法）と「聴取日記法」の比較では，「聴取

日記法」のほうが「翌日調査法」より聴取率が

高く，聴取率が高い番組ほどその偏りは著し

く，また，ニュース番組の聴取率で特に偏りが

大きかった。

1953年に行われた「同時調査法」と「助力

想起法」の比較では，放送終了後30分，60

分と翌日面接調査法による「助力想起法」を検

討しているが，放送終了後30分・60分の聴取

率については，「同時調査法」とほとんど差は

認められないが，翌日面接調査法による聴取

率にはある程度の偏りが認められている。

1955年には個人調査における「同時調査

法」と「助力想起法」の比較検討と，世帯調

査における「聴取日記法」と「同時調査法」と

の比較検討を行っており，高宮（1956）は，主

にこの1955年の実験調査による比較を詳細に

説明している。

夜間番組について，30分後，60分後，90分

後，翌日，昼間番組については，120分後，300

分後，600分後の調査について調べた。「想起

法」は，一般に聴取率が「同時調査法」から

偏っており，時間が離れるほど「同時調査法」

から離れる。ただし，600分後，翌日は，300

分後とほとんど同じ傾向である。曜日別は偏り

がみられないが，放送時間帯別には安定して

いるとはいいきれない。また，番組ジャンルに

よって偏りの傾向は変わるなどの傾向がみられ

た。

なお，この1955年の実験調査については，

東京都港区内に居住するラジオ所有世帯の15

歳以上の家族を対象として，曜日は日，月，水，

金，土の5日間について，調査番組は主として

夜のゴールデンアワーの番組についてのみ実施

しているため，この条件下以外のものにそのま

ま適用するのは危険であり，特に郡部では相

当異なる結論になるのではないかとしている。

（3）「配付回収法」への方式変更
聴視率調査12）は，1971年に，これまでの

「助力想起法」（「事後面接法」）から日記式の

「配付回収法」に方式を変更している。

1971年の方式変更の準備のために1966年

に聴視率調査検討委員会が設けられ，調査方

法改定の検討を開始している。1965年以降3

回にわたって実験調査を行い，1970年に試行

調査を行った（吉田・泉，1971）。

このように調査方式の変更を行ったのは，

聴視率調査に対する考え方や要請の高度化に

伴い，それまでの個人面接法による「助力想

起法」に限界と難点が生じてきたためである。

「助力想起法」の限界とは，①同一相手から

得られるデータは1日分が限度であるため，曜

日間の聴視の関係や，週間の聴視パタンなど，

週間編成に必要な資料が得られないこと，②

調査票（番組リスト）の作成に準備期間を要す

るため，機動的な調査の要請に即応できない

こと，③調査票の訂正が困難なため，変更番

組の聴視率を正確にとるのがむずかしいこと，

である。

また，面接法の調査不能率の増加や調査員
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に面接されることによる“時間的拘束”や“プ

ライバシーの侵害”やコスト高など，調査実施

上の現実的な問題も配付回収法への移行の検

討の要因となっている。

1965年の実験調査では，「配付回収法」が

「面接法」に代わり得ることがわかり，かつ「時

間目盛日記法」と「番組リスト日記法」には，

本質的な違いのないことが判明した（吉田，

1965b）。1967年3月には，「番組リスト面接法」

も検討の対象に加え，3組の方式について，よ

り精密・詳細な検討を行った結果，相互に遜

色のないことが確証された。1968年2月には，

それまでの実験が東京区部に限られているとこ

ろから，岐阜市とその周辺を選び，「時間目盛

日記法」と「番組リスト面接法」に限って，重

点的な追試を行い，中都市や郡部でも，結論

は東京と類似していることが確認された。

これらの検討によって，配付回収法として

「時間目盛日記法」を採用する方向が打ち出さ

れ，1970年11月，関東地区で，実行計画案

に基づく試行調査が行われ，実行上特に問題

のないことが確かめられた。

1970年の試行調査で検証を行った調査方式

は，次のようなものである。

①調査相手自身が，記入用紙に1週間にわ

たり，毎日のテレビ・ラジオの視聴の記録

を行う。

②記入用紙は，放送局・時刻（5分刻み）

によって区分される時間目盛式であり，

OMR（Optical Mark Reader＝光学読み

取り装置）シートを採用。

③調査員の仕事は，記入用紙等の調査材料

の配付・説明と点検・回収であるが，い

ずれも本人面接を原則とする（どうしても

会えない場合には家族に渡したり，郵便

受けに入れたりすることもある）。

④調査日程表

　表7のとおりである。

⑤調査事項

　○テレビ・ラジオ記入用紙

　毎日午前5時～午前1時（翌日），計20

時間の聴視状況（1目盛5分）

　ラジオ：NHK第1・第2，FM，民放

　テレビ：NHK総合・教育，民放

　○付帯記入用紙

　性，生年，職業，学歴，テレビ・ラジ

オ所有状況等のフェイス・シート

⑥調査員1人あたりの受け持ち調査相手数

は12名

以上の方式は，現在では調査対象時間が1

日24時間となり（午前5時～翌午前5時），BS

チャンネルなどが増え，OMRシートのデザイン

が横から縦へ変わるなど，多少違いはあるが，

現在の視聴率調査とほぼ同じである（図7）。

そして，この方式にすることには，たくさん

のメリットがあった。調査相手自身が記録する

ことによって，同時調査に近いタイミングのデー

タが得られる可能性が高い。また，時間目盛

を使うことによって，準備の機動性や番組変

更，事前配付に伴うバイアスなどへの対策とな

る。さらに，最大のメリットは，連日調査が可

表7　調査日程表（配付回収法）

日程
－
1
日

第
1
日

第
2
日

第
3
日

第
4
日

第
5
日

第
6
日

第
7
日

＋
1
日

調査対象日
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

前半回収分 後半回収分

調
査
員

配付日 ○（記入用紙は①～⑦まで一括配付）

回収日
○
前
半

○
後
半

（吉田・泉，1971：4）
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能であることであり，曜日をこえた視聴パタン

に基づく新しいインデックス13）が個人レベルで

得られるとともに，調査の効率化となる。ただ

し，調査実施上の繰り返しによるバイアスを考

えると，1週間くらいまでが限度である。

聴取率調査にとって「配付回収法」は，個

人単位の調査方法としては，「事後面接法」に

優るとも劣らない方法であり，特に，個人につ

いてパネル・データを得るには最適な方法と結

論づけられた。また，本人に会わなくても配

付・回収ができるため，効率よく調査ができ，

有効率が高くなるなどのメリットもあった。

1970年の試行調査では，結果の妥当性，

結果の信頼性，バイアスの有無，翌日面接法

との類似性，実施状況について検討が行われ

た。

結果の妥当性の検討では，時間目盛日記法

は，直後面接法による聴取率と非常に相関が

高い。また，翌日面接法と比較すると，直後

面接法の結果に近く，妥当性が認められた。

結果の信頼性については，同一サンプルに

隔週2回調査を行って検討した。2回の結果は，

各指標においてよく似ており，安定していた。

バイアスの有無については，同一相手に1週

間連続して調査をすることによって，結果に偏

りが生じるかどうかを，回数を変えた等質サン

プルで検討した。4日目辺りから“あき（飽き）”

によるバイアスが表れはじめることがわかり，4

図7　全国個人視聴率調査 2016年現在のOMRシート
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日目に“中間回収”を行うと，後半に生じる“あ

き”を小さくできた。なお，このバイアスは結

果を歪めるほどではない。

聴視率を比較すると，全体としては日記法の

聴視率のほうが翌日面接法を上回るが，個々

の番組の中では逆の傾向を示すものもあった。

実施状況は，調査員に提出してもらったレ

ポートや調査相手へのアンケートで検討を行っ

た。調査相手へのアンケートからも“あき”が3

～4日でみられ，前半回収日を設ける必要性が

認められた。

（4）番組質的評価指標の開発
このように検討を積み重ねた結果，安定した

視聴率調査の結果を得られるようになった一方

で，視聴率とは異なる尺度で視聴行動を調べ

られないかという考えから，さまざまな試みが

行われている。

1984年4月から年2～4回関東地区で，視

聴率調査を行うようになったが，それに合わせ

て，「視聴感想」の調査を試みている（斎藤・北

城，1984）（斎藤，1988）。時刻目盛に引く視

聴率の線に加えて，右側に「よかった」「よくな

かった」「どちらでもない」（当初は「おもしろ

い」「おもしろくない」「どちらでもない」）のど

れかに線を引いてもらうというものである。こ

の方式は1989年まで続いたが，視聴者数が分

母となるため，一定の視聴者がいない番組は

分析対象にできないこと，「よかった」率は，ド

ラマ，クイズ，バラエティーで高く，ニュース，

実用番組で低いという種目の関係がみられるこ

と，という課題が残った。

1990年〜1997年は，「よかった－よくなかっ

た」といった二元的評価軸ではなく，1点（全

然）から5点（全く）の5段階の評価に変更し

ている（西田，1991）。この番組評価と視聴率

との組み合わせで，見る人が比較的少なくても

見た人の評価は極めて高い番組と，見る人が

比較的多くても見た人の評価は低い番組の存

在があった。それによって，番組を「見る」行

為と「評価する」行為は次元が異なるものであ

るらしいと考えられた。一般の視聴者がテレビ

番組を「見る」場合，「手ぶら」で「気楽」な状

態で見るのに対し，見た番組を「評価する」際

には，単に「見る」場合に比べ，見る側の自我

関与の高低が評価の結果に深く関係すると考

えられた。

この番組評価スコアは，NHKの編成局の番

組改定の資料として役立てるデータとしては，

評価がやや一元的であり，また，方法として調

査期間中にその番組を視聴した人のみが対象

になるため，対象者の少ない番組については評

価できないなどの課題があると考えられた。そ

こで，2001年に新たに多面的に番組を評価す

る「番組総合調査」が編成局で開発された（白

石・吉田，2002）。

「番組総合調査」は関東地区の夜間に放送

されている15分以上の定時番組（NHK総合お

よび民放5局）を対象に，番組認知，視聴頻

度，満足度，見方の積極性，視聴理由の多面

的な指標に基づいた質問に回答してもらうもの

である。この調査の結果からは，認知率や視

聴経験率は帯番組や長寿番組で高いこと，満

足度の高い番組は積極視聴率（自発的な視聴

率）も比較的高いことなどがわかった（白石・

照井，2008）。

（5）テレビ・メーターによる実験調査
一般に視聴率調査といえば，テレビに取り

付けた機械による世帯調査を思い浮かべるの



78 │ NHK 放送文化研究所年報 2017

ではないだろうか。NHKでも，1957年～1965

年に研究が行われている。NHK技術研究所で

“テレビ・メーター”が開発され，1964年の東

京オリンピック調査で実験を行い，メーターに

よる世帯視聴率と個人視聴率の違いの検討な

どを行っている（中西，1961）。

結果的には，機械の安定性，開発維持経費

の問題と，個人単位の視聴率が得られないと

いう問題から実用化は断念された。

Ⅳ－2 �国民生活時間調査の
調査方式

（1）調査方式の変遷
NHKが国民生活時間調査を最初に行ったの

は，1941年（昭和16年）である。ただし，こ

のときは，ランダム・サンプリングではなく，農

業世帯の世帯主と家族などのいくつかの典型

的な層を選んで調査を行っている。1960年か

らは5年に1度ランダム・サンプリングで実施さ

れるようになった14）。1960年，65年の2回は，

調査対象日の翌日に調査員が面接する面接法

で実施し，70年からは配付回収法に変更され

た。また，当初の個人面接法とその後の配付

回収法では，調査相手から前日の生活行動の

内容とその開始時刻と終了時刻（15分単位）

を聞きとったり，調査相手自身に時刻目盛のつ

いた調査用紙に記入してもらったりし，それを

NHKの「行動基準」にあてはめてコーディング

するアフターコード方式で実施していたのを，

1995年より，15分単位の時刻目盛と生活行動

の記入してある用紙に線を引いてもらうプリコー

ド方式に変更した。

（2）個人面接法から配付回収法へ
当初，個人面接法で実施していた国民生活

時間調査を配付回収法に変更した第1の理由

は，プライバシーに関する考え方の変化や権利

意識の増大である。生活時間は，個人の1日

の生活を具体的に尋ねるので，プライバシーに

関わる場合も生じる。その場合，調査員と対

面しては回答しにくいが，調査相手本人が記入

して調査員に渡すのであれば，それほどの抵

抗がなくできることが多いと判断された。第2

の理由は，調査対象日の翌日に面接して，前

日の生活行動について尋ねるよりも，その日の

うちに本人が記入したほうが実態に近いものを

把握できると判断したからである。

さらに，配付回収法を採用したことによって，

調査相手本人に会えない場合でも，家族に調

査票を渡し，記入された調査票を家族から回

収することによって，個人面接法よりも調査の

有効率を上げることができた。

調査方式の変更のために，十分な時系列比

較ができなかったことから，1979年11月に沖

縄県において，面接法による調査と配付回収

法による調査を同時に行い，調査結果を比較

して，この2つの方法の違いによって，結果が

どう違ってくるかをとらえ，面接法で実施され

た1965年調査との比較を試み，違いがあるこ

とを確認している（鈴木，1983）。

（3）アフターコード方式からプリコード方式へ
国民生活時間調査は，1995年にそれまでの

アフターコード方式からプリコード方式へ変更

している15）。

当時，アフターコード方式は，コーディング

作業に膨大な時間と費用がかかる上に，コー

ダー（コーディング要員）の確保が困難になって
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きていた（三矢，1995）。また，放送の現場か

ら調査結果を早く出してほしいという要請があ

るなど，調査を取り巻く状況に変化が起きてい

た。そこで，検討を重ねた結果，生活時間を

将来にわたって継続していくためにはプリコー

ド方式に切り替えるべきではないだろうか，と

の結論に達した。

変更にあたっては3回の実験調査を重ねてい

る。1回目の実験調査では，プリコード方式導

入の可能性を探るための調査を行った。東京

都，埼玉県，千葉県，神奈川県，群馬県の10

歳以上の住民360人を割当法で抽出して，同

一人物に同じ日の行動をプリコードとアフター

コードの調査票の両方に記録してもらった。そ

の結果，プリコード方式には，アフターコード

方式と比べ，行動数がやや少なく，記入され

ない時間帯（空白）が多いなどの問題点があっ

た。また，全体平均の時間量，行為者率はア

フターコード方式のものと似ているがまったく同

じというわけではなく，アフターコード方式とプ

リコード方式の調査結果は，直接比較できな

いということが明らかになった。一方，この調

査の結果や調査相手へのアンケートなどから，

プリコード方式の採用可能性は確認できた。

そこで，プリコード方式にふさわしい調査票，

調査材料などの開発のためにグループインタ

ビューなども含むモニター調査を行い，さらに，

調査システム全般の整備とプリコード方式の結

果の特徴を知ることを目的として，調査実施か

ら集計まで一連の作業を含めたシミュレーショ

ン調査を行った。

生活時間調査で考慮すべき事柄に，生活行

動の分類がある。それまでも，行動の名称や

分類については検討が重ねられてきたが（田

村，1974），とりわけ，プリコードでは，調査

相手本人が行動の分類を行うため，分析に必

要な分類コードにするだけでなく，調査相手の

記入のしやすさ，協力度の面から，行動数を

限定したり行動名をわかりやすくする必要があ

る。

また，調査票のレイアウトに関しては，モニ

ター調査で，行動名の並べ方，罫線の太さ，

文字の大きさ，調査票の綴じ方，など細部に

わたって意見聴取を行った。NHKのベテラン

調査員の意見も参考にしている。

そして，国民生活時間調査は，1995年から

プリコード方式で実施されたが，1990年まで

の結果との比較を考えて1995年はアフターコー

ド方式の調査も並行して行った。

Ⅳ－3 意識調査の調査方式研究
（1）意識調査の調査方式の変遷

意識調査については，1980年代半ば頃まで

は，すべて個人面接法で行われてきたが，個

人面接法の調査有効率が深刻なほど低下した

ため，2000年以降，徐々に配付回収法で実施

するようになった。

2016年現在では，時系列比較のためなど特

別な理由がなければ，ほとんどの意識調査を

配付回収法で実施するようになっている。

また，NHKでは，視聴率や生活時間調査

での経験の積み上げから配付回収法を使うよ

うになったためか，あまり使われることはない

が，新聞社等では，コストが低いこともあり，

郵送法で世論調査を実施することが多くなっ

た。NHKでも，実験調査を何回か行い，実際

に，調査の性格に合わせて郵送調査も行うよ

うになってきている。



80 │ NHK 放送文化研究所年報 2017

（2）1976年調査方式比較実験調査
意識調査に個人面接法以外の調査方式の採

用の可能性を探るために実験調査を行ったの

は1976年のことである（NHK放送世論調査

所，1977）。個人面接法，面前記入法，配付

回収法，郵送回収法（郵送配付，調査員が回

収）の4方式の調査を，宮城県の16歳以上の

県民各500人に実施した。質問は，1973年に

実施しその後5年に1回実施する予定としてい

た「日本人の意識」の質問文を主に使用した。

この調査では，調査員から回収された調査

票を「名目有効」とし，その後，有効票を照査

して，「実質有効」を判別して分析を行っている。

「名目有効」率をみると，表8のようになり，

個人面接法・面前記入法の各75％，74％に対

し，配付回収法・郵送回収法は83％，85％と，

10パーセントポイント程度高かった。さらに男

女別にみると，個人面接法と面前記入法では

男女間の差が大きいのに対し，配付回収法，

郵送回収法の男女差は小さい。

また，有効票について①性・年齢の食い違

いの有無，②誰が記入したか，③調査員は正

しく調査したか，④回答にあたっての相談の有

無，の順に4段階のチェックを行って，指定ど

おりに実施されたもののみを「実質有効」率と

して分析を行った。なお，②～④については，

事後に調査相手に監査はがき16）による調査を

実施した結果によるものである。

①～④の各段階すべてについて，

有効と判断できたものを…実質有効

1つでも違反していれば…違反

それ以外を…不明

とすると，表9のようになり，「実質有効」率は，

個人面接法が最も高く，「名目有効」では，

80％を超えていた配付回収法と郵送回収法は

40％前後となった。この順序は，有効率に「不

明」を「実質有効」と「違反」の割合に振り分

けて（配分），上乗せしても変わらず，個人面

接法が最も高くなった。また，配付回収法や

郵送回収法では，60歳以上で本人以外の人が

記入を行うケースが多く，「実質有効」率が特

に低くなった。

このときの調査方式は，個人面接法は調査

員が記入する他記式，他の方式は調査相手本

人が記入する自記式に分けることができる。回

表8　1976年調査方式比較実験調査の名目有効率
� （％）

全 男性 女性
個人面接法 74.8 67.1 82.3

面前記入法 74.4 69.2 79.1

配付回収法 82.8 81.9 83.7

郵送回収法 84.8 82.1 87.0

（NHK 放送世論調査所，1977：19）

表9　実質有効率と名目有効率
� （％）

A
名目有効

B
調査不能

C
違反

D
不明

E
実質有効

F
実質＋配分 N

他記式 個人面接法 75 25 4 14 57 70 500人

自記式

面前記入法 74 26 11 14 49 60 500人

配付回収法 83 17 17 25 41 58 500人

郵送回収法 85 15 25 22 38 52 500人

A ＋ B ＝ 100％� （NHK 放送世論調査所，1977：2）
A ＝ C ＋ D ＋ E
F ＝ E ＋ D × E ÷（E ＋ C）
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答分布を検討すると，この違いで調査結果の％

の差が大きく表れる質問があった。この質問の

内容や形式を詳しく検討すると，％の差が生じ

る原因として，次のようなものがあった。

ア.�中間回答が自記式調査で出やすい場合があ

ること

イ.�自由回答の出方，記入の仕方が方式によっ

て異なること

ウ.�複数回答の出方が方式によって異なること

エ.�知識に関する質問への回答の出方が方式に

よって異なること

なお，このような方式間の％の差は，「実質

有効」と「名目有効」の結果とでほぼ共通して

いた。

また，この調査では，調査員についての分

析も行った。調査相手への監査はがきによる

調査実施状況などや調査員の性・年層・職業

や調査経験などの属性などについて検討した

が，全体としては非常に質のよい調査員集団

だったと分析している。

そして，実験調査の結果から，個人面接法

は他の方式より妥当な方式であり，意識調査

を個人面接法以外の方式に全面的に切り替え

る必要性は見当たらないと結論づけている。た

だし，個人面接法の質は調査員の質によってか

なり変動するため，一定水準の調査員の確保

が前提である。また，回答の出方が調査方式

によって違うと推定されるため，同一調査の中

で，調査相手によって異なる方式を使い分ける

こと（例えば，高齢者には個人面接法を用い，

若者に配付回収法を用いるなど）は避けたほう

がよいとしている。

（3）2008年の調査方式比較実験調査
2000年を過ぎると，個人面接法の有効率は

5～6割まで低下してきたことから，NHKでは，

意識調査についても有効率の高い配付回収法

で実施することが徐々に増えていた。また，外

部の調査機関や新聞社などでは郵送法が使わ

れはじめた。有効率を高めるためにはミックス

モード17）にしたほうがいいのではないかという

議論も多くみられるようになってきた。また，

NHKでは特に重要と考える全国調査について

はNHK自らの全国組織による“自前”で調査

を行ってきたが，外部の調査会社に委託するこ

とが増えていた。このことは，特に，調査員に

依存することの多い個人面接法において調査

結果に影響しているかもしれなかった。NHK

では，1973年から自前で「日本人の意識」調

査を個人面接法でほぼ同じ質問で続けていた

が，時系列比較を可能とするために，厳密な

方法が当初から決められていた。例えば，配

付回収法に変更しないことは当然のことであっ

た。また，外部の調査会社に委託することも，

結果に何らかの影響がある可能性があった。

そこで，各調査方式間の違いと，自前と外

部委託の個人面接法の調査の違いを調べるた

めに，調査方式の比較実験調査を行うことに

した。NHKが自前で実施する個人面接法の第

8回「日本人の意識・2008」（以降，本調査

（面接））に合わせて，外部の調査機関に委託

して，個人面接法，配付回収法，郵送法によ

る実験調査（以降，実験（面接），実験（配

付），実験（郵送））を実施し，各調査方式の

実施方法の検討と，調査方式間の回答分布の

違いの検証を行った（調査方式比較プロジェク

ト，2010）。調査の概要は表10のとおりで，

本調査の第8回「日本人の意識・2008」は，

全国5,400人の規模であるが，実験調査は，

各1,200人の規模でほぼ同時期に実施した。
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また，実験（面接）については，当初予定して

いた日程で有効率が51.7％と低かったため，

一部の地点では翌週に調査を追加実施した。

実験調査では，「日本人の意識」の本調査で

実施している監査はがきに合わせて，調査相

手アンケート（監査はがき）を実施し，各調査

方法が正しく行われたか，また，実験（配付）

と実験（郵送）については，代理記入や相談し

ての記入がなかったかなどを調査した。また，

本調査（面接）と実験（面接）については，と

もに，調査員へのアンケートを実施し，両者の

属性や経験の違い，調査の実施状況や調査に

ついての感想などを比較できるようにした。

各調査の有効率は，表11のようになった。

本調査（面接）よりも実験（面接）のほうが低

く，男性，若年層，中年層の低さも目立つ（若

年層は本調査（面接）も低い）。自記式の実験

（配付）や実験（郵送）は，本調査（面接）よ

り高くなっている。特に，実験（配付）は男女

差が小さかった。

また，調査の実施については，自記式の実

験（配付）や実験（郵送）は，面接法に比べて

表11　調査方式別有効率の比較（2008年調査方式比較実験調査）
� （％）

本調査（面接） 実験（面接） 実験（配付） 実験（郵送）
全 57.5 54.1 70.6 68.5

性別
男 54 48 69 64

女 61 60 72 73

年層別

若年層（16～29歳） 44 43 60 62

中年層（30～59歳） 56 51 72 66

高年層（60歳以上） 66 65 73 75

N （人） 5,400 1,200 1,200 1,200

（調査方式比較プロジェクト，2010：70）

表10　2008年調査方式比較実験調査の概要

調査名 本調査　第8回
「日本人の意識・2008」 実験調査

略称 本調査（面接） 実験（面接） 実験（配付） 実験（郵送）

目　的 ①各調査方式の実施方法の検討
②各調査方式間，自前と外部委託調査間の調査結果の比較

調査方法 個人面接法 個人面接法 配付回収法 郵送法

調査時期

2008年6月28日（土）
・29日（日）

補完日　30日（月）

2008年6月28日（土）
～30日（月）

追加日　7月5日（土）
～７日（月）

2008年6月28日（土）
～7月7日（月）

2008年6月25日（水）
～8月4日（月）

抽出台帳と方法 住民基本台帳
層化無作為2段抽出法

調査相手
全国16歳以上の

国民5,400人
（450地点×12人）

全国16歳以上の
国民1,200人

（100地点×12人）

全国16歳以上の
国民1,200人

（100地点×12人）

全国16歳以上の
国民1,200人

（100地点×12人）

有効数（率） 3,103人（57.5％） 649人（54.1％） 847人（70.6％） 822人（68.5％）

（調査方式比較プロジェクト，2010：150）
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自由度が高く，調査票への記入が調査相手の

都合のいい日時に記入でき，また，記入を2日

以上に分けて行われることもあることなどがわ

かった。

回答分布については，他記式の個人面接法

と自記式では，次のような違いがあった。

・回答に抵抗を感じる質問では，個人面接

法で「特にない」のような回答が多くなる

ことがある

・知識を聞く質問では自記式の正答率が高

くなる

・ある選択肢がリストや調査票に提示されて

いるかいないかで，回答が異なることがあ

る

・自記式では断定的でない選択肢の回答が

多くなることがある

・個人面接法で「社会的に望ましい」選択

肢が選ばれやすいことがある

・無回答は全体として個人面接法のほうが

多い

同じ自記式の実験（配付）と実験（郵送）と

の比較では，ほとんどの質問で回答差はな

かったが，質問によって，大きくはないが回答

差がみられ，また，全体として，実験（郵送）

のほうが無回答率が高いという傾向がみられ

た。

したがって，異なる調査方式間では質問項

目によって結果が異なるため，異なる調査方式

間の比較やミックスモードの可能性を見出すこ

とができなかった。

また，今回の実験調査の目的の1つは，本調

査（面接）と実験（面接）に違いがあるかどう

かであったが，先にみたように，有効率は本

調査（面接）で高い。実施状況については，

調査員アンケートや調査員の訪問記録により詳

細に比較された。調査員は，本調査（面接）

では10～30代が2割程度いるが，実験（面接）

では，ほとんどが40歳以上である。さらに，

本調査（面接）では，「初めて」が18％，「2～

4回」が32％で，調査実施経験の少ない人が

半分を占めるが，実験（面接）では，「初めて」

が3％，「2～4回」が15％と少なく，調査実施

経験回数が多い。本調査（面接）のほうが，

有効率が先行して伸び，結果としても上回った

が，日別の訪問回数をみると，本調査（面接）

のほうが朝や夜に多く活動しており，その結果

と考えられる。朝晩の活動の重要性を記述した

マニュアル等の調査実施の説明材料はほぼ同

じものを使用していたが，本調査（面接）のほ

うが，忠実にその内容を守っていた。

本調査（面接）と実験（面接）の回答はほぼ

一致していたが，回答に抵抗感のある質問に

対する回答が異なることや，複数回答質問の回

答数が異なることがあった。

NHKでは，視聴率調査や時系列調査など

を “自前”で行ってきたが，2015年より，すべ

ての調査を外部の調査会社に委託して実施す

ることになった。この「日本人の意識」は，自

前で5年に1度，個人面接法で，詳細な方法

まで指定して行ってきたという時系列調査であ

る（高橋・荒牧，2014）。2013年に実施した

第9回「日本人の意識」調査も本調査と並行し

て，調査会社による調査を実施したが，自前

調査との回答の違いは，第8回の実験調査と

同様にあった（星，2014）。第10回以降の調

査の実施は，外部委託となるため，その違い

に留意しながら分析を行うことになるだろう。
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Ⅳ－4 郵送調査法の検討
（1）2010年の郵送実験調査

2008年の実験調査では，郵送法について

は，NHK方式の標準化の手がかりを得たが，

調査実施方法について，さらに検討を重ねる

必要があると考えられた（調査方式比較プロ

ジェクト，2010）。

そこで，2010年に個人面接法で実施する「日

本人とテレビ・2010」と同一質問で比較する郵

送実験調査を行った。「日本人とテレビ・2010」

を本調査に選んだのは，NHKでは，放送につ

いての意向調査を多く実施しているため，その

分野での比較を行いたいと考えたからである。

2010年郵送実験調査は，本調査の「日本人と

テレビ・2010」と同じ全国16歳以上の国民

1,800人に実施し，1,215人（67.5％）から回答

を得ている。郵送実験調査では，調査票の最

後に，「記入にかかった時間」「調査用紙の記

入者」（送付封筒に書かれた宛名の本人の意見

を本人が記入，本人の意見を他の人が記入，

その他＝具体的に記入），「家族などへの相談

の有無」（相談あり，相談なし），「記入時の状

況」（他のことはせずに記入，テレビを見たり

家族と話したりなど，他のことをしながら記入，

何回かに分けて記入）などの質問を入れて記入

状況の把握を行った。

（2）「有効」の定義の検討
まず，郵送法の有効の定義を検討した（小

野寺，2011a）。2010年の郵送法の調査不能理

由の内訳は，表12のとおりである。調査不能

のほとんどは，未返送で占められている。転

居・あて先不明は郵便が届かず戻ってきたも

の，拒否・病気は，調査相手から電話で連絡

があったものや，その旨が調査票に記入されて

返送されたものである。問題は，性・年齢不

一致，代理回答となっているものである。今回

は，調査票の最後に「調査用紙の記入者」を

書く欄を設けたので，そこで，代理回答と判断

がついたものを「代理回答」（「その他」の欄の

具体的な記述の書き込み等で判断），それ以

外で，調査で回答した性・生年と住民基本台

帳から抽出したときに転記した性・生年が一致

しなかったものを性・年齢不一致とした。な

お，性・年齢不一致に関しては，通常，配付

回収法などでも，「対象違い」として調査不能

にしている。

2010年では，「代理記入」と「相談」は有効

とした。「代理記入」は，本人以外の人が本人

の意見を記入するものである。本来の自記式と

は異なる方式になり，そのためのバイアスがあ

ると考えられるが，その内訳をみると，高齢者

が多く，高齢者以外でも視力や体調を理由に

したものが多い。これらの人々を「調査不能」

にすることは，特定の特徴を持った人たちを調

表12　2010年実験（郵送）の不能理由の内訳

不能
理由 全体 未返送

転居・
あて先
不明

拒否 病気 白紙 回答
不備

性・年齢
不一致 代理回答 その他 有効

実数 1,800人 500 10 3 11 3 0 29 26 3 1,215

％ 100.0% 27.8 0.6 0.2 0.6 0.2 0.0 1.6 1.4 0.2 67.5

（小野寺，2011a：57）
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査から除外することになる。したがって「代理

記入」については，自記式調査の場合に必然

的に起こるものと考えるしかなく，「有効」とす

べきと考えた。

「相談」については，質問単位で起こること

が多い。調査材料や調査用紙に相談をしない

ような指示をするなど防止策をとる必要がある

と思われる。

「代理回答」となったものについて，「性・年

齢」が抽出時と一致したかどうかをみると，29

人中24人が性または年齢が不一致で，特にア

ンケートをしなくても，見分けられることがわ

かった。なお，代理回答は，調査相手が男性

で，妻などの家族が代理回答する例が多い。

また，性・生年無記入のものが12人いたが有

効とした。

「有効」の定義については，特に「代理回答」

について，抽出時と調査用紙の性・生年の回

答の一致・不一致について，調査の担当者が

回答誤差を考慮して判断基準を決める必要が

ある。

（3）郵送調査の記入状況
2008年の実験調査から，郵送調査は，自

記式の個人面接法などに比べると自由度の高

い調査であるとわかったが，2010年の実験調

査では，実際にどのように記入されていたかを，

調査票に入れた記入状況の質問の回答や記録

からみて，次のようにまとめている（小野寺，

2011b）。

・調査用紙の記入日と到着日との関係では，

調査相手の中には，必ずしも，記入した

調査用紙をすぐ送ってこないで，何日も自

分のところに置いておき，督促や締切日に

よって送付が行われたケースがある。

・調査相手によっては，調査の回答方法に

ついてよく理解しないで，自分の意見では

なく，家族と相談した意見を記入すること

がある。

・あまり深く考えないで簡単に答える調査相

手がいる一方で，1つ1つの質問に時間を

かけ，調査を負担に感じる調査相手がい

る。質問量をある程度に抑え，質問・選

択肢の内容も個人面接法以上に調査相手

が答えやすいように配慮すべきである。

・調査員がいないため，聞きにくい質問を尋

ねやすいメリットがあり，本音を聞き出し

やすいといわれている。しかし，そのよう

な質問は避けて回答しない人もいる。

調査相手に正しい方法で回答してもらうため

には，このような記入状況の把握に基づいて，

調査日程の策定などを行い，調査材料や調査

用紙を作成する必要がある。

（4）郵送調査の調査日程
効果的な郵送調査の方法は，事前に協力依

頼状を送り，その後調査用紙を送付，そして1

回目の督促としてはがきを送り，2回目の督促

では調査用紙を再送付する方法である。

これらの送付物を送るタイミングによって，

有効率や回収の早さが変わってくると考えられ

るため，効果的な送付日程を検討した（小野

寺，2011b）。

調査相手に記入してもらった回答の記入開

始日・時間，記入終了日・時間，そして，調

査用紙到着日の記録，その3つをみてみると，

調査相手には，調査用紙到着後すぐに記入を

はじめる人と締切日直前に記入する人が多いこ

とがわかった。また，土・日に記入する人が多

い。
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この土・日の記入者が多いことを考慮した締

切日と督促を効果的に使うために，次のような

日程モデルが提案された。

・協力依頼状発送は，土曜日（調査用紙発

送の4日前）。

・調査用紙発送は，水曜日の午後（0日目）。

すべての調査地点に対して，その週の土

曜日までに届くようにする。このときの締

切日は，土曜日や日曜日の記入を想定し

て，12日目の月曜日とする。

・1回目督促状（はがき）発送は，12日目の

月曜日。締切日が過ぎた段階で，調査相

手が記入や発送をあきらめる可能性がある

ので，その前に到着するようにする。この

ときの締切日は，あまり間をおかないよう

に19日目の月曜日とする。

・2回目督促状（調査用紙同封）の発送は，

22日目の木曜日。調査相手をせきたてる

感じにならないように，1回目の督促の締

切日から多少間をあける。この締切日は，

あまり間をおかない29日目とする。

・最終の受付日は，36日目くらいにする。そ

れ以降も送られてくることはあるが，それ

ほど期待できない。

（5）郵送調査の調査材料
調査の有効率を上げるために，きめ細かな

調査日程を設定することは重要であるが，督促

によって調査相手がせきたてられているような

気持ちになるかもしれない。調査相手に調査

への理解を図り，調査に協力しようという気持

ちを持ってもらうことが重要である。各タイミン

グで調査相手に送る調査材料を十分検討して，

調査相手の気持ちに働きかけるようにしなくて

はならない（小野寺，2012）。

調査実施の質は，次の3つで決まると考えら

れる。

①なるべく多くの決められた調査相手に調査

用紙が届けられること

②調査相手の回答が間違いや抜けのないよ

うに調査用紙に記入されること

③調査機関のもとになるべく多くの調査用紙

が戻ってくること

個人面接法の場合，調査の質の高さは調査

員に負うところが大きいが，郵送法の場合は調

査相手に②の回答の記入の正確性や③の回収

がゆだねられているといっていい。調査相手

に，まず，調査用紙の入った封筒を開いてもら

い，調査用紙に最後まで正しく記入してもらい，

記入した調査用紙を返送用の封筒に入れて投

函してもらわなくてはならない。そのためには，

調査材料を工夫し，調査相手にその気になって

もらわなくてはならない。

郵送法の調査材料の持つ役割は次のように

なる。

①届いた調査用紙やそれを送った調査機関

などに信頼を持たせる

②調査に回答したい，または，回答すべき

だと思わせる

③回答の記入をなるべく早く開始させる

④調査用紙の記入にできるだけ負担を感じさ

せない

⑤不正確な記入を防ぐ

⑥最後まで記入を持続させる

⑦記入した調査用紙の封入や投函に負担を

感じさせない

上記にしたがって，調査用紙，協力依頼状，

調査用紙送付時のあいさつ状（NHKでは別紙

という考え方をとっているが，調査材料を少な

くするために，調査用紙の表面にあいさつ文を
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刷るという考え方もある），1回目の督促状，2

回目の督促状，謝礼，送付用封筒，返送用封

筒などについて検討した。

なお，郵送調査法については，その後も，

調査日程，調査材料などについて，検討を進

めている。

Ⅳ－5 電話調査法の検討
（1）電話調査のはじまり

NHKが最初に電話調査の研究を行ったのは，

1982年から1984年である。1984年2月には，

「電話の利用に関する調査」（配付回収法）も

行っている（斎藤，1984）。

その後，実用化に向けて1989年より電話に

よる世論調査に関する研究が行われた。一部

の調査（突発事件・事故に対する視聴者の反

応，地方選挙の得票率予測など）について，

精度よりも機動性を優先せざるを得ない状況

が生じてきたからである。こうした状況に対応

できる有力な方法として電話法の検討がはじめ

られた。

この検討の中で，アメリカを中心とした諸外

国の電話調査の実施方法について論文などの

文献の講読なども数回以上行った。このときす

でに，アメリカでは調査相手を選ぶのに電話番

号を自動的に発生させるRDD（Random Digit 

Dialing）が使われており，コンピューターによ

り調査実施の全過程を一括して管理し，調査

時に回答を入力するCATI（Computer Assisted 

Telephone Interview）システムによる調査も導

入されていた18）。

NHKでは，住民基本台帳や選挙人名簿から

抽出した調査相手について，電話帳や調査相

手本人に面接や郵送によって尋ねて調べた電

話番号に調査する方法と，電話帳から調査世

帯を抽出する方法から電話調査の検討が始め

られている。

1991年1月の「環境問題」に関する日米比較

調査は，日米とも電話調査で実施した。日本

とアメリカの調査の概要は，表13のとおりであ

る（秋山，1991）。日本は，全国の選挙人名簿

の中から無作為に選んだ指定サンプルの電話

番号を電話帳等によって調べる方式をとり，電

話帳を台帳とはしていない。

この頃，日本の電話の普及率は97％（1989

年10月NHK調査）であったが，「電話帳」には，

次のような問題が指摘されていた。

①契約者が意図的に掲載しない番号がある

（前述のNHK調査によれば9％以上）。

表13　1991年1月「環境問題」に関する日米比較調査の概要

日　本 アメリカ
調査の時期 1991年1月12日（土）～20日（日） 1991年1月14日（月）～20日（日）
調査対象 全国の有権者の男女 大陸部の18歳以上の男女

調査相手 全国の選挙人名簿の中から無作為に選んだ男女
1,800人のうち，電話番号が判明した1,521人

RDDによる電話番号の世帯の中から，割当法によ
って選んだ18歳以上の男女1,012人

有効数・有効率 有効数1,128人
有効率74.2％（1,800人に対する有効率は62.7％）

結果の算出にあたっては，層別の人口推計値をもと
にウェイト集計を行った。そのため全体の分母は
1,764人

調査実施 東京にセンターを置く集中管理方式，インタビュアー
が調査票に回答を記入する

CATIを利用した集中管理方式，インタビュアーが
回答を入力する

（秋山，1991：70）
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②電話帳が発行された後の新規加入者は

載っていない。逆に転居したり使われなく

なったりした番号が載っている。

③業務用など住居用でない電話番号が含ま

れている。

指定サンプル1,800人のうち，電話番号判明

者は1,521人（84.5％）であった。最終的に有

効となったサンプルを指定サンプルの男女，年

齢構成比と比べてみると，有効サンプルで20

代が若干少ない。

調査実施に関しては，CATIを使用している

アメリカに対して，日本では，紙と鉛筆で記入

されたものをコンピューターに入力して集計して

いる。日本の調査は，平日は午後6時～9時，

土・日曜日は正午〜午後6時に実施された。

（2）電話帳を使用したサンプルの導入
一方で，電話帳を使用したサンプルも選挙

調査で使用された。

1996年10月に実施された第41回衆議院選

挙は，はじめての小選挙区制の選挙であった

が，300選挙区に膨れ上がった選挙区数に対

応するために，ほとんどの新聞社では，選挙

区調査を電話調査で実施した。NHKでは，選

挙区を150選挙区ずつ半分に分け，半分は個

人面接法，半分は電話法で実施した。このと

きには，電話番号を電話帳データベースから抽

出し，調査時に調査世帯の世帯人数を聞き，

世帯の中から調査相手を等確率抽出する方法

をとった19）（小野寺，1997）。

調査の実施は，CATIで行われた。大規模

なCATIの設備を持っているテレマーケティング

の会社に委託し，あらかじめ，コンピューター

の端末に調査世帯の電話番号，調査票等を登

録しておき，調査員（コミュニケーター20））が

調査実施時に，調査相手の回答をコンピュー

ターに直接入力した。なお，1週間前に調査世

帯あてに協力依頼状（はがき）を発送してい

る。調査日程は，金曜日〜日曜日の午前9時

〜午 後10時である。調 査員は，調 査相手

97,500人に対し，2,400人である。

電話をかけた番号に対する有効率は，全国

平均で76％とかなり高く，サンプル構成比は

年齢の「無回答」があるほかは，面接法に遜

色なかった。調査結果は，「わからない，無回

答」が高く，面接法とは，多少結果の違いが

みられた。

そのときに問題とされたのは，まず，サンプ

リングで電話帳に掲載されていない人が除かれ

るというカバレッジ誤差の問題である。たとえ，

選挙人名簿から調査相手を選んだとしても，電

話帳以外の方法で電話番号を調べない限り，

同様の問題は残る。また，面接調査との調査

結果が異なったが，その要因としては，サンプ

リング方法の違いや，「電話で話す」か「対面

して話す」かという方式上の違いによる測定誤

差の違いが考えられる。しかし一方で，電話

法には面接法よりも少ない調査員で，全国どこ

からでも調査を実施できるなどの利点があっ

た。

このときすでに，留守番電話，ファックス兼

用電話や携帯電話の普及，また，商品売り込

みの電話との混同や，知らない人から電話がか

かってくることに対する人々の感情などについ

て言及しており，電話調査の実施環境が，以

降よくなるとは考えにくいと述べている。

なお，サンプリングに電話帳を使用した調査

はこのとき限りで，1998年の第18回参議院選

挙調査は，選挙人名簿を使用してサンプルを抽

出する名簿法で行い，テレマーケティング会社
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を使わずに，NHK自身で実施する自前の電話

調査を行っている。選挙人名簿21）を使用した

自前の電話調査は，2000年第42回衆議院選

挙調査まで行われている。

（3）RDD法の導入
RDD（Random Digit Dialing）法という電話

番号をランダムに抽出する電話調査のサンプリ

ング方式は，アメリカでは，1960年代後半よ

り導入されている。この方法によると，電話帳

には掲載されていない番号も調査対象にするこ

とができる。

日本では，朝日新聞がいち早く2000年の衆

院選で300選挙区のうち，半数の150選挙区

をRDD法で実施している。NHKも2003年の

衆院選をRDD法で実施した。2002年に比較

実験調査を行ったところ，RDD法のほうが，

選挙人名簿を使用する方式よりも，回答者の

性・年齢層の構成の歪みが少なく，電話帳へ

の電話番号掲載者と非掲載者の間の回答傾向

にはっきりとした違いがあることがわかり，非

掲載者も対象にできるRDD法のほうが調査精

度が高いと判断したためである（加藤，2003）。

2002年の比較実験調査は，名簿法による電

話調査である1月の政治意識月例調査（全

国），長崎県知事選選挙調査，京都府知事選

選挙調査の3つの調査に合わせてRDD法で

行った。RDD法による電話番号の作成は，10

桁の電話番号の上6桁を識別対象とし下4桁

（0000～9999）をランダムに作成する方法（バ

ンク4）により電話番号を作成し，使用されて

いない番号を機械でチェックして外し，その中

から実際に発信する電話番号を無作為に抽出

した。各世帯から調査相手を選ぶときには，

世帯の有権者人数を聞き，その人数内の乱数

を発生させ，上から何番目の人という選び方を

し，その人が不在の場合には，再度電話して

追いかける追跡法を使用した。

名簿法の有効率は，「月例」は58％，「長崎」

は53％，「京都」は56％であった。電話番号

の未判明率は，それぞれ21％，18％，26％で

あった。一方，RDD法では，個人宅判明率（電

話がつながり業務用番号などではなく個人宅で

あることがわかった率）は65％，74％，59％，

個人宅判明に対する有効回答率22）は54％，

65％，75％であった。

属性分布の傾向をみると，男女比は，「京都」

でRDD法のほうの女性の比率が高くなった以

外ではそれほど変わらないが，年層別には，

RDD法で男女とも若年層が名簿法よりも多く，

母集団構成比（平成12年国勢調査より算出）

に近くなっている。その他でも，住居所有形態

（持ち家，賃貸），居住年数，住居形態（一戸

建て，集合住宅），都市規模などの区分にお

いて，RDD法のほうが名簿法よりも母集団構

成比（同上）に近い。

回答比率をみると，3つの調査すべてで，RDD

法のほうで自民党支持率が低かった。また，

「月例」では内閣支持率が低く，「京都」では

投票に行くかという質問で「必ず行く」の比率

が低い傾向がみられた。

さらに，RDD法で有効になった調査相手の

電話番号が電話帳に掲載されているかどうかを

調べ，電話帳掲載者と非掲載者の違いを調べ

たところ，はっきりとした違いが認められた。

電話番号掲載者は，一戸建て，持ち家，長期

居住者，高齢者，無職，自民党支持，選挙に

対して高い関心を持つなどの人が多いという特

徴がみられ，一方，非掲載者は，短期居住者，

集合住宅，賃貸住宅，勤め人，若年層，支持
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政党なし，投票意欲が弱いなどの人が多いとい

う特徴がみられた。

このように，名簿法では，電話帳非掲載者

が欠落するために属性構成が歪み，また，掲

載者と非掲載者とでは，属性や回答傾向が異

なるため，調査結果が選挙情勢と大きくかい離

してしまう可能性が高いと考えられた。その結

果，選挙調査にRDD法が導入されることになっ

た。

なお，政治意識月例調査については，調査

有効率が60％前後を保っていることなどから，

2003年のこの時点では名簿法を続けることとし

ている。その後，2004年7月から政治意識月

例調査についてもRDD法を導入している。

（4）携帯RDD併用（デュアルフレーム）調査へ
当初は，若年層が確保できるなどのメリット

から導入したRDD法であるが，近年，固定電

話の所有者は減少し，固定電話を所有せず携

帯電話のみを所有する携帯電話限定層が増

加してきた。総務省（2014）によれば，固定

系の加入電話は，平成21年度末の3,792万台

から平成25年度末の2,609万台まで下がり，

一方で携帯電話とPHSの合計は，平成21年

度末の1億1,630万台から平成25年度末の1億

4,956万台に増えている。

固定電話のみのRDD調査では，携帯電話

限定層を調査対象にできない。さらに，携帯

電話限定層はひとり暮らしの若い人で特に多

いという特徴があるため，固定電話RDDでは

若年層の回答者が少なくなってきた。

2014年9月と10月の2回，公益財団法人日

本世論調査協会と加盟会員の朝日新聞社，共

同通信社，日経リサーチ，毎日新聞社，読売

新聞社，NHKのマスコミ等6社が共同で，携

帯電話の実験調査を行った。このときまで行

われてこなかったのは，運転中や仕事中，子ど

もの電話などにかかり，トラブルに発展するの

ではないかなどの懸念が大きかったためであ

る。

その後，NHKでは，2015年3月に独自の携

帯電話実験調査を実施した（小野寺・塚本，

2015）（小野寺，2016）。固定電話調査のサン

プリングとほぼ同様のRDD法で8,000件の電

話番号を抽出したが，そのうち，「接触」（調査

相手と話せた）は3,673件，うち「調査OK」

は1,628件，「拒否」は軽い拒否も含めて1,829

件である。｢非接触｣ は4,327件であったが，そ

のうち，コール音のみ・留守番電話などで相手

が出なかったのは3,432件である。

携帯電話実験調査における回答者の性・年

層構成比をみると男性が多く，また，男性は各

年層とも2010年の国勢調査から計算した結果

と同程度か高めで，女性は40代を除くと低め

である。固定電話の調査では得られにくい若

年層でも，男性は同程度，女性もある程度は

確保できている。また，職業で，固定電話で

は無職，主婦が多く，勤め人が少ないのに対

し，携帯電話では勤め人が多くなっている。

なお，自宅に固定電話があるかを聞いたとこ

ろ，固定電話があるのは，全体では76％だっ

たが，20代では48％，30代では53％と少ない。

このように，携帯電話調査では，固定電話

調査では捕捉できない層が確保できることがわ

かった。また，運用については運転中や仕事

中，子どもにかかることなどに配慮しなければ

ならないが，電話をかけた相手がそのまま調査

相手であり，固定電話のように世帯の調査対象

の中から調査相手を選ぶという面倒な手続きが

ないなどの容易な面もある。
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固定電話と携帯電話のデュアルフレームの調

査は，2016年には読売新聞社，日経リサーチ，

朝日新聞社で実用化されている。NHKでもい

ずれ実施する予定である。

Ⅳ－6 その他の調査方式の検討
NHKが実際の調査で使用しているのは，個

人面接法，配付回収法，郵送法などオーソドッ

クスな方式が多いが，さまざまな実験的な方式

も検討してきた。

現在では，パソコンやタブレットを調査員が

持って，質問した回答を直接入力するCAPI

（Computer Assisted Personal Interview）方

式の調査などが行われており，調査が終了する

と，データも入力され，データチェックも終え

た状態になる。NHKでは，機動調査の要請に

応えるために，1970年代後半に世論調査デー

タを即時に収集し，集計・分析することを目的

に「データ通信回線利用による世論調査システ

ム」（DCLシステム＝Data Communication 

Linkage System）を2年ほど検討していたこと

がある（杉山ほか，1979）。検討していたのは，

調査員がバーコードのついた調査票をライトペ

ンで読み込む方式と，OMRカードを鉛筆で塗

りつぶしたものを読み込ませる方式で，それを

各放送局から本部に電話回線で伝送するとい

うシステムであり，それぞれ専用の機器が必要

であった。実験調査による検討を行った結果，

調査日の翌日に集計し報告することが可能に

なったが，端末機器の大きさ，重さ，値段が

問題とされている。この方式が実用化すること

はなかった。

新しい方式といえば，現在，マーケティング

リサーチでは，ウェブ調査が当たり前のように

使われている。ランダム・サンプルの使用が困

難なことから世論調査に導入された例はみない

が，盛んに検討がされていた時期がある。NHK

でも2006年3月に配付回収法で実施した「食

生活調査」に合わせて並行実験調査を行って

いる（諸藤，2007）。

ウェブ調査の調査協力者は，調査会社のモ

ニター登録者から男女年層別に割り当てて無

作為に抽出した。このモニターはネット上での

公募などによる人たちである。

ウェブ調査の結果を本調査の性・年層に合

わせてウエイト集計を行って，本調査の結果と

比較したところ，相関は高いが，「職業」で「販

売・サービス」「技能・作業」が少なく，「主婦」

が多いなどの違いがあり，「生活程度」の質問

では，ウェブの回答のほうが「中の中」が少な

く，「中の上」と「中の下」が多いなど異なって

いた。

「食生活」の質問に関しても食べ物をおいし

いと感じる人が少なく，「夕食時個人で使用し

たメディア」は「テレビ」が少なく，「利用したも

のはない」が多いなど，いくつかの選択肢で異

なっている。

諸藤（2007）は，ウェブ調査の長所として，

回答形式のミスのないことや経費の安さ，機動

力などをあげている。一方で留意点として，モ

ニターという調査相手の特性として母集団を明

示できないことや，ウェブ特有の回答傾向，登

録モニターが一定しないので調査結果の再現

性を保証できないことなどを指摘している。



92 │ NHK 放送文化研究所年報 2017

Ⅴ 質問紙法の研究

世論調査は，同じ調査方式を使用していて

も，質問の仕方で調査結果が異なる。例えば，

質問の形式や表現，選択肢の数や配列が少し

でも異なるだけで回答が異なってしまう。そし

て，回答が異なることにより，結果の解釈が変

わってしまうこともある。質問文の信頼性と妥

当性は重要であるが，標本誤差が計算できるよ

うにはっきりとした指標があるわけではない。

「質問の仕方」については，調査のテーマによっ

て，質問形式や表現，選択肢の数・順番など

さまざまな観点からの検討が必要である。「質

問の仕方」の事例の検討を重ねることなどによ

り，その信頼性と妥当性を探らなくてはならな

い。そのさまざまな特徴を一般化するために，

質問紙法の研究は行われてきたといえる。

質問紙法の研究については，古くは1953年，

番組について尋ねる調査で，番組配列によっ

て，「知っている」（周知率）や「聞きたい」（嗜

好率）がどのように異なるかを調べ，周知率で

は配列の後のほうが高く出やすいがほとんど問

題にならない程度であるとしている（布留，

1953）。1956年には，ラジオの聴取率調査で

調査票の表頭に放送局名が左側から右側に並

んでいる場合，番組が左側に並んでいるほうが

右側に並んでいる場合よりも有利であるが，そ

の偏りの大きさは僅少であるという検討を行っ

た（布留・高宮，1956）。

1966年には個人面接法の質問紙に関する実

験調査を行った。その後，1978年から1980年

にかけて，過去の質問文を使った研究や実験

調査による研究を行っている。

また，質問文によって無回答や中間回答選

択肢がどのように変わるかといった研究も行っ

ている。

その他の研究としては，職業質問の研究，

国際比較調査に基づく翻訳の妥当性の研究，

選択肢の程度表現の研究がある。

Ⅴ－1 「質問の仕方」の研究（1）
1966年に行われた実験調査では，質問文

の表現形式や選択肢の順序などが，回答にど

んな影響を与えるかを明らかにするのがねらい

であった（相田，1967）。

この調査では，板橋区と北区の団地に居住

する20歳以上の男女計800名を等質になるよ

うに配分して実施している。等質性の確認のた

めに，性・年層などの属性に加え，いくつかの

共通質問を入れている。

この調査では，回答選択肢の順序を変えた

質問，ある問題の対立的な側面の一方のみを

提示した質問，本人の意見を直接問う質問と

媒介項を使用した質問（「……」という意見に

ついてどう思うかという形式の質問），バイアス

をかけた場合（憲法改正に賛成と答えた人に

「正式の軍隊を持ったため，戦争にまきこまれ

るようになっても」といったバイアスをかけて，

それでも賛成かどうかを聞く）などの形式の違

いについて調べている。

質問形式による影響がみられたのは，

・回答選択肢の順序を変えた場合では賛否

質問で中間項を含む場合（「月賦や借金

での購入についての考え方」）

・ある問題の対立的な側面の一方のみを提

示した質問（「ストライキへの賛否」「子ど

もの育て方での叩くことへの賛否」）

・調査相手の意見を直接聞くものと特定意見
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（媒介項）について賛否を聞く場合（「ラ

ジオ・テレビの社説」「日本語の乱れ」。

なお，「選挙の繰り返しで国民の意見反

映」については有意差なし）

・意見を直接聞く場合と世間や他人はどう思

うと考えるかと聞く一般媒介項提示の場合

（「立派な人の判定基準」）

・バイアスをかけた質問（「レジャーを楽し

む風潮」）

などである。ただし，使われた質問はさまざま

な内容のものであり，テーマの調査相手への

親近性，質問文の長さ，表現の理解しやすさ

など種々の要因があって一般化はできないとし

ている。

Ⅴ－2 「質問の仕方」の研究（2）
（1）研究の方法

1978年から1980年にかけて，質問形式によ

る回答の出方の研究が精力的に行われた（吉

田，1978，1979a，1979b，1980a，1980b，

1980c，1980d，1981a）。

研究の目的は，取り上げた事例から，何らか

の規則性を見つけようとする“一般化”の方向

に主眼を置き，かつ，個々の調査項目の“標

準化”も志向した。検討を行ったのは次の内容

である。

A質問の尋ね方による結果の差異

B質問（回答）の形式による結果の差異

C用語や文脈（ワーディング）による結果の

差異

D選択肢の配列や質問の順序の回答への影

響

E結果の安定性（信頼性）

F結果の一貫性（妥当性）

研究は，まず，予備研究として，既存の調

査から集めた同一の内容の，形式や用語など

の異なる質問を，比較検討して整理することか

らはじめている。できるだけ多種多様な質問例

を集め，実際の調査結果から，何らかの規則

性を見つけ出すやり方で整理した。調査のテー

マを，①放送関係の調査，②政治関係の調査，

③生活意識の調査，に分けて検討が行われた。

1980年に実施した実験調査では，①既存

データの中に適当な例がなく未検討の問題，

②すでに検討したもののうち，より厳密な条件

のもとで追試する必要がある問題，③これまで

のデータでは，反復調査の間隔が長く，結果

的に検証できなかった「結果の安定性」の問題，

を検討した。

「結果の安定性の検証」があるため，実験調

査は2週間の間隔を空けて2回実施し，サンプ

ルは3つ用意し，そのうち1つのサンプルでは2

回とも実施し，結果の安定性や一貫性の検討

などを比較した23）。

なお，2回使用したサンプルは2回の調査の

両方で有効なサンプルを使用し，他の2サンプ

ルと合わせた3サンプルとも性・年層がほぼ一

致するように，各カテゴリーの最少件数のサン

プルに合わせて，多い人数分を無作為に除外

した。

（2）質問の尋ね方
質問の尋ね方における次の3つのケースの比

較については，一見似た内容の質問であるが，

得られる数字はかなり異なり，実は，“違ったも

の”をとらえていると考えられる。

①一般的質問と個人的質問：テレビの影響

（人々への影響＞自分への影響，かつ，

影響の方向が人 と々自分とで反対）
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②個別と対比：NHKと民放に対する満足感

（対比させたほうが，民放に好意的）

③質問の方向（イメージの聞き方）：中道と

思う政党の自由回答と各政党について，

保守・革新・中道を示した場合の比較

（後者のほうが各政党とも「中道」が多い）

また，片側提示による影響については，「権

威か平等か」と「政治の有効性感覚」につい

て，各3問計6ケースをみたが，5ケースでYes-

tendency（Yesを回答しやすい傾向）が，1ケー

スでNo-tendencyが認められた。

その他のリスト提示と自由回答とでは，自由

回答のほうが1人あたりの回答個数が少なく，

想定した回答以外の理由が現れる。

（3）質問（回答）の形式
世論調査データの基本的な結果の1つは，

ある項目を選ぶ人の比率であり，この選択比率

の調べ方としては，どういう数値を知りたいか

によって，項目ごとに単独に聞く「個別の2件

法」，同時に複数の項目を選ばせる「MA（複数

回答）」，ある程度強い選択を知りたいときに

「制限つきMA」，いちばん強い選択を知りたい

ときに「SA（単一回答）」が使われる。なお，

面接法の調査ではあまり使われないが，「順位

法」や「一対比較法」もある。

各項目の選択比率（出現率）の大きさに関し

ては，次のような関係がうかがわれた。

個別提示 ＞ MA ＞ 制限付きMA ＞ SA

個別提示以外の3者の相互関係については，

一般化できる結論である。個別提示とMAに

関しては，既存質問の検討で，MAのほうが有

意に少ない項目があった。MAでの回答が項目

ごとのYesかNoかの判断の集積だとみなすと

意外な結果である。また，MAの選択肢数を

増やしたとき，回答の増え方は少なくなる。

ほかに形式の問題としては，段階尺度タイプ

の選択肢の問題がある。段階が奇数の場合，

問題になるのは「中間回答」の出方である。段

階によって，または「中間回答」を置く位置に

よって異なる。評価的な質問の場合には，中

間回答の比率は次の関係が認められた。

3段階 ＞ 5段階（中間が中央）＞ 5段階（末尾）

中間を入れない偶数段階の場合は，2段階

と4段階の＋と－が似た値を示すかどうかが問

題になるが，必ずしも一致しない。おそらく，

中間回答が用意されていないため，どちらかに

決めにくい人の動きが，2段階か4段階かで異

なるのであろう。結果の安定性という点からみ

ると，4段階の回答のままよりも，加算して＋

－の2段階にまとめたほうが，個人レベルの安

定性が高い。

（4）用語や文脈（ワーディング）
狭義のワーディングの問題については，個々

の質問事項を標準化していく上で無視できない

問題である。

内容的に似ているが “キイ・ワード”が違う

という事例である「言葉の内包」についてはそ

れなりの違いがある。例えば，経済の見通しに

ついて，「景気で尋ねる質問」と「不況で尋ね

る質問」とでは，「不況」のほうが悲観的な回

答が少ない。

「文脈や表現」についても違いがあり，特に

「ローカル情報の入手メディア」で，「全国紙」の

回答が“地方版”の一言をつけるとその一言が

ない場合の3倍になる。また，「段階尺度の表

現」では，「ときどき」や「たまに」の受け取ら

れ方は，人によって，かなり違いがある。「抽

象度の違い」については，具体性が高いほうで



95

NHK世論調査における調査方法論研究の系譜

選択比率が高い。

（5）選択肢の配列の順序
選択肢の提示順序に関しては，先行有利の

傾向が認められるケースとそうではないケース

とがある。「テレビの見方」のような行動面の質

問では影響がなく，仕事の相手や旅行の仕方

について「能率」か「情緒」かを尋ねるような

意識面の質問では，先行有利の傾向がみられ

る。

（6）結果の安定性（信頼性）
結果の安定性（信頼性）については，同じサ

ンプルに，短期間に再調査を行い同じ質問の

回答の一致度をみること，また，同時期の2

組の等質なサンプルについて，同じ質問の結果

の安定性（類似性）をみることにより検証し

た。

実態，意見，評価と3種類の質問について

結果の安定性をみた。事例が少ないので，一

般化するのは危険かもしれないが，次のような

ことがいえた。

①全般的に，マージナルな回答の比率（集

団全体の回答比率）および分布は安定し

ており，集団としての結果が信頼できる質

問が多い。

②どちらかといえば，実態面に関する質問で

安定しているケースが多く，次いで，評価

的な質問，意見に関する質問の順である。

③2回の調査で有意差が認められたケース

は，質問の形式がSAや自由回答などであ

り，回答が変動しやすい条件を持ってい

るためと思われる。

④同一群の再調査による個人レベルでの回

答の信頼性については，対象の質問が3

問しかないが，2回の結果の一致度は64

～71％であった。

⑤同一群の3調査は，いずれも4段階の質

問であるが，回答の方向性（プラス・マイ

ナス）によって2分法の形にまとめると，

個人の一致度は，80％を超える。分析時

には，こうした回答の足し上げを行ったほ

うが，（個人の反応について）より安定した

データになり得ると考えられる。

（7）結果の一貫性（妥当性）
結果の一貫性（妥当性）については，外的

な判定基準が得にくい意識調査の場合，得ら

れた回答が，質問の意図したものをとらえてい

るかどうかを実証する決め手がほとんどないと

いってよい。妥当性の1つの側面として，問題

の質問と関連性が高いと推測される別の質問

とのクロス集計の結果（連関の有無）や，その

質問をブレイク・ダウン（分析軸）に用いた場

合の有効性などから，ある程度の判断をする。

つまり，同一相手の複数の質問に対する回答の

「内的一貫性」の有無をもって，妥当性の代用

とする。

この検討では，放送・生活・政治の3つの

領域の質問についてみた。例えば，NHKと民

放のどちらかを見ることが多いかという質問に

ついて，ブレイク・ダウンとしたNHKや民放に

対する満足感との連関が認められた。このよう

に，一部のデータを除き，相互に関連する質

問間に有意な連関が認められたケースが多く，

「内的一貫性」も実証されたと考えられる。

なお，予想が外れた一例としては，「テレビ

の影響」についての評価と「視聴行動」の大小

との関係がある。テレビをよく見る人は，その

影響力，特にプラスかマイナスについて，プラ
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スつまり肯定的ではなかろうかと考えたが，ほ

とんど視聴行動との関連は認められなかった。

（8）まとめ
吉田（1981b）は，世論調査の難しさをあら

ためて感じさせられたと述べ，最後に次のよう

にまとめている。

①質問文や回答選択肢の設定にあたっては，

それによって得られる数字の性質や意味を

よくわきまえ，目的にふさわしいものを採

用すべきである。

②新しい質問を作成する場合には，予備調

査やプリテストを行い，実施の可能性だけ

でなく，回答の妥当性や信頼性をできる

限り確かめておく必要がある。

③一度，確定した質問は，正当な理由がな

い限り，みだりに変更しないこと。ことに，

時系列調査で経時変化をとらえようとする

場合には，質問や回答選択肢に修正を加

えるのは禁物である。

④基底的な意識で，複数の調査に共通して

使われるような項目についても，同じこと

がいえる。その種の質問は，できる限り標

準化し，同一の質問を共用すべきである。

⑤データを利用する場合も同様の注意が必

要であり，調査の結果というものが，操作

的（operational）に定義づけられているこ

とを，忘れてはならない。

なお，質問の仕方の研究については，これ

まであげたように個人面接法については行われ

ているが，配付回収法や郵送法の自記式の質

問については，本格的な研究が行われていな

い。調査の実施が自記式に移行している今，

自記式における質問の仕方の研究を行う必要

が生じていると思われる。

Ⅴ－3 無回答や中間回答の研究
（1）個人面接法の無回答の研究

世論調査では，何らかの理由で質問に対し

て回答がされず，無回答（don’t know＝DK）

に分類される場合がある。杉山（1983）は，

1980年〜1982年に実施された既存の個人面

接法の世論調査データの再分析から，DKにな

りやすい質問や回答者の特徴を調べている。

調査別にDK率をみると，「日本人の食生活」

が2.2％，「日本人の宗教意識」が2.3％，「テ

レビ30年」が2.3％，「国際比較（日本）」が

4.0％，「日本人の平和観」が7.7％であった。

質問が広範囲な領域にわたっている国際比

較調査で，領域別にDK率をみると，「政治・

国家」が5.9％，「個人」が3.5％，「社会・職

業」が3.1％，「宗教心」が2.9％，「生活・家庭」

が2.8％，「女性」が2.6％であった。

無回答の発生は，調査のテーマ，質問の領

域によって変わる。特に，無回答が多くなるの

は，政治的なこと，国家に関することなど，身

近な日々の生活とは直接関係しないようにみえ

る事柄である。そして，実態より意識に関する

質問，また，現在よりも過去や過去から現在

に至る事項について無回答が多い傾向がある。

回答者の属性によって無回答の発生する比

率をみると，男性よりも女性で高く，特に高齢

になるにつれて高い。男性は調査テーマや質

問の領域に影響されないが，女性は調査テー

マや質問の領域によってDK率が変わり，特に

「政治・国家」に関する質問で高い。特に高年

齢女性で顕著である。

（2）郵送法の中間的選択肢の研究
Ⅳ－4であげた郵送法を検討するための実験
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調査に取り上げた「日本人とテレビ」調査には，

「どちらともいえない」という中間的選択肢の

入った質問が38項目ある。

小野寺（2013）は，これに基づいて，中間

的選択肢への回答率や他の選択肢への回答率

の差から得られる質問の特徴を整理するととも

に，郵送調査で中間的選択肢を回答する人の

特徴を分析している。

郵送法のサンプルを中間的選択肢の検討が

可能なように，スプリット・バロット法で中間

的選択肢を提示するものと非提示のものとの2

つに分けた。また，同時に面接法で実施した

質問とも比較できるようにしている。この調査

の個人面接法では，「どちらともいえない」とい

う中間的選択肢のある質問は，提示方法の違

い（調査相手に提示する回答項目リストの使用

法）で4つのタイプに分けられる。

a. 回答項目リストをまったく使用しない

b. 回答項目リストには質問のみ提示，選択

肢の提示なし

c. 回答項目リストに選択肢を提示，ただし，

中間的選択肢の提示はなし（他の3パタン

は2選択肢であるのに対し，このタイプの

み頻度を表す3選択肢）

d. 回答項目リストに中間的選択肢を含めて選

択肢を提示

提示のない回答については，調査員が回答

を聞いて，該当と考える選択肢に振り分けるこ

とになる。

面接との比較では，面接法で回答選択肢を

示した場合には，中間的選択肢への回答は，

面接と郵送とであまり異ならなかったが，それ

以外の場合は，郵送のほうが多かった。

中間的選択肢への回答が多い質問は，その

時々の状況によって異なるような，どちらの回

答もあり得るような質問と，ふだん考えたこと

がないような内容であった。反対に中間的選

択肢への回答の少ない質問は，3段階への頻

度を回答する質問と日常的な実態を回答する質

問であった。3段階の頻度を回答する質問では，

真ん中の段階「ときどきある」が中間的な意味

があるからと考えられた。

中間的選択肢の有無で，他の選択肢への回

答がどう変わるかをみると，回答が1つの選択

肢に集中する場合は，次のような特徴のある選

択肢に集中した。

・好ましそうにみえる

・あいまいで中間的選択肢に近い意味にと

らえられる

・3段階の頻度の真ん中

逆に，どちらの回答もあり得るような質問や

ふだん考えたことがない内容の質問では，複

数の選択肢に回答が分散した。

Ⅴ－4 職業の質問の研究
世論調査では，性，年齢，職業，学歴，収

入などの基本属性別に調査結果の分析を行う

ことがある。その中で，職業は，性・年齢など

とは異なり，質問の仕方や分類が難しく，質

問の仕方の違いによって結果が異なる可能性

の高い属性である。信頼性，妥当性のある職

業質問の研究は重要である。質問の仕方の変

更には検討を要する。

NHKでは，1996年度までは，面接法調査の

職業の質問を図8のように，自由回答により仕

事の内容を具体的に尋ね，アフターコーディン

グして分類する方法で実施していた。しかし，

次第に，社会状況の変化によって，仕事の内

容を立ち入って尋ねることが，調査相手から忌
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避されるようになり，分類に必要な回答が得ら

れにくくなってきた。そこで，検討を重ね，

1997年から，調査相手に職業分類のリストの

中から回答を選んでもらうプリコード方式で実

施することとした（鈴木，1997）。

方式を変更する検討の方法は，部内委員会

による検討と部外有識者および調査機関への

取材，資料収集によった。

アフターコーディング方式を検討したところ，

NHK部内でコーディングしたときと，外部機関

に委託して作業を頼んだときとでは，「技能職・

熟練職」と「一般作業職」の比率や「自営業

者」と「販売職・サービス職」の比率が異なる

ときがあった。さらに，プリコード方式で行っ

ていた配付回収法に比べると「自営業者」が多

く「販売職・サービス職」が少ないなどの問題

があった（分類については図8を参照）。なお，

1966年の相田（1967）の実験調査で，職業

図8　1996年度までの面接法職業質問

か

なお，この場合の「職業」とは，収入を
得るために，継続的に従事している仕
事をいいます。

第F7問　〔リストF2〕

A あなたは，職業をおもちですか。
リストF2のようにわけると，どれにあたるでしょうか。

B

たとえば，農業，バスの運転手，駅の改札，自転車の修理，
スーパーのレジ，くるまで配達，銀行の経理の仕事，
塾の教師，コンピュータのプログラマー，
　　　　　　　　　　　　　　……というように

●　では，あなたご自身が，主にしていらっしゃる仕事の内容を，
　　具体的におっしゃってください。

●　なお，何か役職があれば，よろしかったらお聞かせください。

〔具体的に記入〕

Ｘ. 現場監督，班長，組長など
Ｙ. 係長，主任，課長代理・補佐など
Ｚ. 課長，部長など，課長以上の役職
★. その他〔具体的に記入〕

１. 農林漁業者
２. 自営業者
３. 販売職・サービス職
４. 技能職・熟練職
５. 一般作業職
６. 事務職・技術職
７. 経営者・管理者
８. 専門職，自由業，その他の職業
９. 家庭婦人
Ａ. 生徒・学生
Ｂ. 無職
Ｃ. その他，無回答

調査員の方は記入する必要はありません

職業をもっていない
（就業の定義にあてはまらない）

き く け

家庭婦人

主として
家事を
している
女性

専 修 学
校・各種
学校の生
徒を含み
ます

生徒・学生 無　職
■
その他

う

勤めている

え お

従業員
49人以下の

従業員
50人以上の

会社や団体・
商店などに
勤めている

官公庁
に勤め
ている

あ

商売や仕事をしている

い

会社や団体・
商店などを経
営している

従業員なし
または
9人以下

従業員
10人以上

■
自分で商売や仕事を
している
■
自分の家の商売や
仕事を手伝っている

■
無回答

役

　職

187
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質問についても検討しているが，自由回答で聞

いた会社規模や職種などからアフターコーディ

ングした結果と，プリコード方式（両方とも面

接法）での回答結果にはそれほど違いはな

かった。また，調査実施の問題として，職業

質問は，調査相手から忌避される質問で，調

査員も遠慮することなどから，「会社員（運輸

業）」などあいまいな回答や空欄が多く，分類

図9　変更後の職業質問（プリコード方式）

【第24問】

A

B

C

〔リスト16〕
あなたは職業をお持ちですか。
リスト16のように分けると，どれにあたりますか。

〔リスト17〕
お仕事先の会社・団体の従業員数は，本社・支店を
含め，全体で何人くらいですか。
リスト17のようにわけると，どれにあたりますか。

なお，この場合の「職業」とは，収入
を得るために，継続的に従事している
仕事をいいます。

〔□A で「1～4」の人に〕

〔リスト18〕
では，リスト18のようにわけると，どれにあたりますか。

〔□A で「1～4」の人に〕

1. 自分で商売や仕事をしている
2. 自分の家の商売や仕事を手伝っている
3. 会社や団体を経営している
4. 勤めている

7. 無回答

1. 自分1人でやっている
2. 2～9人
3. 10～49人
4. 50～249人
5. 250人以上
6. 官公庁

5. 家庭婦人（パートや内職をしているが，家事が主）
6. 家庭婦人（パートや内職はしていない）
7. 生徒・学生（専修学校，各種学校の生徒を含みます）
8. 無職
9. その他（具体的におっしゃってください）

8. 非該当〔□A で「5～A」の人〕

A. 無回答

職
業
を
持
っ
て
い
る

職
業
を
持
っ
て
い
な
い

１. 農林漁業者
２. 自営業者
３. 経営者
４. 管理者（職）
５. 販売職・サービス職

６. 技能職・熟練職
７. 一般作業職

８. 事務職・技術職

９. 専門職，自由業
Ａ. その他〔具体的に〕

（課長以上）
（商店・飲食店などの店員，セールス，駅員，スチュワーデス，理容師，
 管理人，家政婦など）

（工員，板前，大工，運転手，通信士，パンチャー，交換手，消防士など）
（荷造り・積み荷作業員，土木建築作業員，集金・検針員，配達員，警備員，
 見習工など）

（経理，営業，設計，プログラマー，看護婦，薬剤師，教員，アナウンサー，
 パイロットなど）

（医師，弁護士，大学（助）教授，師匠，宗教家，政治家など）
（警察官，自衛官，その他の職業）

B. 無回答

C. 非該当〔□A で「5～A」の人〕
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に必要な情報を得にくくなっていた。

世論調査の質問は，どの調査員にも可能な

ように標準化するのが原則であるが，自由回答

の場合，調査員，調査相手によって回答の仕

方にばらつきが出る。何を知りたいのか，必要

とする情報の基準を明示できれば，そういった

問題はなくなる。その意味からも，自由回答で

はなく，リストから調査相手に回答を選ばせる

ことが望ましい。

自由回答・アフターコーディングを廃止する

と，次のメリットがある。

ア �記入の煩雑さ・あいまいさが減り，分類結

果の違いがなくなり安定する

イ �分類・コーディングに要する時間，経費が

節約できる

ウ �調査相手に忌避される質問が減る

エ �調査票上のスペースがわずかだが減るであろ

う

オ �調査時間がわずかでも減るであろう

デメリットは，調査相手の判断部分が増加す

ること，同一職業が調査相手によって違う区分

になることなどが予想される。しかし，通常，

リスト提示は，自由回答方式より結果が安定

する。

検討の結果，図9のような質問形式となった。

従来と同じ分類で，かつ，大企業勤め人・中

小企業勤め人や家事専業家庭婦人・パートの

家庭婦人などの区分での集計が可能になった。

なお，5年に1度同じ方式，同じ質問で実施

し，時系列比較を目的とする「日本人の意識」

調査では，当初からのアフターコーディング方

式を継続することになった。

Ⅴ－5 �国際比較調査に関連した
研究

NHKが最初に国際比較調査を企画・実施

したのは，1980年・1981年である。1980年に

日本とアメリカの調査を実施し，1981年に当時

の西ドイツでの調査を実施し，比較を行った

（公平，1983）。

公平（1982）は，国際比較調査では，国内

だけの調査以上にプリテストが重要であると述

べている。まず，質問の適切さ（妥当性）の問

題がある。日本で作られた質問文を翻訳したも

のは，外国の調査相手にとって新しいものであ

り，外国で作られた質問文を日本で調査する

とすれば，日本の調査相手にとって新しいもの

である。風俗・習慣・制度などの異なる社会

で，そこに生きる人々の意識，特にその基本的

部分としての価値観が異なり，したがって，あ

る社会で重要な問題が，他の社会では問題に

もならないことであったり，プラスのイメージと

マイナスのイメージの逆転現象が起こったり，と

いったことは往々にみられることだからである。

また，質問・選択肢の「等価性」（Equiva-

lency）の問題が重要である24）。国際調査に不

可避かつ絶対的な断絶のある，言語の翻訳に

まつわる問題が主要課題である。この問題の1

つは翻訳による誤差を最小に抑えることであ

り，もう1つは表現様式の文化的違いとでも

いった問題である。2か国以上の国に同一内容

の質問をそれぞれの国の言葉で調査し，その

結果を比較しなければならないわけであるが，

はたして，それぞれの国に同一内容の質問が

提示され，同一内容の回答選択肢が準備され

ているかという問題である。等価性のチェック

については，日本を含む2か国語調査の場合，
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日本人で相手国ごとのバイリンガルおよび相手

国人で日本語とのバイリンガルの双方による両

国語の調査票の詳細な突き合わせチェックが

望ましいとしている。

実際に，日米調査のプリテストとして行われ

たのは次のような方法である。

1 ．質問項目，回答方法の妥当性について

①質問の“適切さ”をチェックするために，

日本人の考えた質問はアメリカ人にテスト

し，日本人以外の考えた質問は日本人に

テストする。

②スケール（尺度）の比較妥当性をチェック

するため，質問紙でそれが検証できるよう

工夫する。

2 ．翻訳の等価性をテストするために，多くの

バイリンガルの日本人およびバイリンガル

のアメリカ人にチェックしてもらう。

このように，NHKの最初の国際調査は，熟

考の末行われている。1979年から具体的調査

方法の研究を行った上で実施されたのである。

その後，NHKは，1991年にISSP（Interna-

tional Social Survey Programme）に加盟，1993

年より，毎年，国際調査を実施するようになっ

た。ISSPは，共同で国際調査を実施すること

を目的としており（辻，1992），2016年現在は

約50の国と地域が加盟している。

ISSPでは，国際調査の実施とともに，チー

ムを組んで調査方法論の研究も行っている。ド

イツとアメリカのメンバーによってはじめられた

MINTSプロジェクト（Research into Method-

ology of Intercultural Surveys）では，1995年

にレスポンス・スケール（選択肢の評定尺度）

についての実験調査を実施している。日本も参

加を呼びかけられ，2001年にアメリカとドイツ

の結果と比較するための「選択肢の程度表現に

ついての実験調査」を実施した（小野寺，2002） 

（Smith et al.，2009）。

ISSPでよく使用される選択肢に「Strongly 

agree」「Agree」「Neither agree nor disagree」

「Disagree」「Strongly disagree」という5段階

尺度がある。日本では，質問紙の研究や国際

調査の経験などをもとに検討の上，これを「そ

う思う」「どちらかといえば，そう思う」「どちら

ともいえない」「どちらかといえば，そう思わな

い」「そう思わない」と訳している。

「Strongly agree」を例えば「非常にそう思う」

などと訳さなかったのは，極端な回答を避けが

ちな日本人の回答傾向に合わせたためである。

MINTSのプロジェクトは，このStronglyと

いう表現が適切な表現か，どのような表現が

国際調査では適切か，それぞれの表現は各言

語でどのような位置を占めるかなどについて検

討を行うためにはじめられた。

実験調査では，「そう思う」の尺度のCom-

pletely agreeからCompletely disagreeまでの

28種の程度表現と，「重要である」の尺度の

Extremely importantからExtremely unimportant

までの27種の程度表現について，それぞれ0

点から20点まで点数をつける質問が中心となっ

ている。NHKでは，この質問については，英

語調査票をもとに，次のような手順で使用する

選択肢の翻訳を行った。

①日本語に堪能なイギリス人，英語に堪能な

日本人各1名がそれぞれ翻訳し，各表現

に調査と同じ設定で20点から0点までの

点数をつけた。

②日本で調査の質問文として使われている表

現を収集した。NHKで通常使用している

表現に加え，「全国世論調査の現況平成

11年版」（内閣総理大臣広報室）から収集
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した。

③上記の①と②で作成した資料を参考に，

調査票に使用する最終訳をまとめた。

アメリカと日本の結果について平均点を比較

したところ，ほぼ対応したが，アメリカのほう

が全体に散らばっており，日本の結果のほうが，

いくつかの塊に集約された。

日本の各表現の回答分布をみると，「そう思

う」の分布に特徴がみられた。「そう思う」の平

均は15.7点で「かなりそう思う」の16.4点より

も低いが，点数別に回答比率をみると，「そう

思う」は20点が17％で「かなりそう思う」の5％

よりもかなり多い。一方で肯定の最低と考えら

れる10点も10％と多く，10点から20点の間に

広く分布している。「そう思わない」にも同様の

傾向がみられた。日本語の場合には，このよ

うな修飾語のつかない表現の場合，肯定表現

なら肯定すべてを包含しているととらえられる

のではないか，と考えられた。

また，「多少そう思う」「ややそう思う」「まあ

重要である」「多少は重要である」「やや重要で

ある」では，否定的意味ととらえられていると

考えられる9点以下が各1割程度あり，否定的

意味にとらえる人もいた。同様の傾向は否定表

現でもみられている。

「どちらともいえない」「どちらともいえる」は，

平均がほぼ中間の10点で，10点と答える人が

7割を超えた。

おわりに

本稿では，NHKが1947年から行ってきた調

査方法論に関する研究について概観してきた。

いかに，NHKが時代の要請に応えるため，厳

しい調査環境に対応するため，そして，調査

精度を維持するために，調査方法論の研究を

続けてきたかがわかる。

調査環境は，調査をはじめた頃から比べて，

日々，厳しくなってきている。見知らぬ人が家

に訪ねてくることを不快に思う人が増え，調査

が公共に役立つような有用性があると思う人も

少なくなっている。それに合わせて調査方式を

変える必要が生じることもあり，今後はさらに，

発展的な調査方法論に関する研究を行ってい

かなければならないのではないだろうか。

一部で注目されているように，若年層を中心

に，SNSなどによる交流が行われる風潮が出

てきたことなどを利用するのも1つの案であるか

もしれない。現在行われているウェブ調査は，

マーケティングリサーチ会社のモニターによるも

のであり，母集団を推定する目的を持つ世論

調査とは相いれない。しかし，回答を得る方

式としては優れた一面がないとはいえない。今

後，若年層調査を中心に，ランダム・サンプリ

ングによる調査相手からウェブで回答を得る方

式の研究なども行っていく必要があるだろう。

一方で，ウェブ調査になじまない人は，高齢

者を中心としていなくならないだろう。従来か

らある面接法や配付回収法，郵送法などの方

式でいかに多くの人に答えてもらうかについて

も，研究し続ける必要がある。また，それぞれ

の方式に合った質問や選択肢についての研究

も重要である。

ただし，どういう研究であろうとも忘れては

ならないことがある。世論調査は，計測が目的

であるが，その計測の対象は人間である。単

純に物差しをあてるようにはいかない。世論調

査は，相手に協力してもらわなくては成り立た

ないものである。調査方法論の研究を行ってい



103

NHK世論調査における調査方法論研究の系譜

く上でも，人々から協力をしてもらって情報を

得るにはどうしたらいいかということを，分析視

点に必ず含めるべきである。

NHKでは，科学的な世論調査を行うために

必要な要件として，次の4点をあげている。

①調査相手を偏りなく国民の縮図となるよ

う，ランダム・サンプリングによって抽出す

ること

②調査相手の意見や行動を測定する物差し

となる調査票=質問文・選択肢を適正に

設計すること

③厳正な調査方法にのっとり，調査相手か

ら回答を得ること

④統計学・心理学・社会学の各種理論に基

づいて，集計・分析を行うこと

これらの4点を踏まえ，調査の精度を落とさ

ないために，調査方法論の研究を行ってきた。

今後，調査環境が悪化していく中で，精度の

高い世論調査を実施するために，調査方法論

研究の重要性は高まっていくと考えられる。

� （おのでら のりこ）
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年表

年　代 NHK世論調査の変遷
調査方法論研究とそれに関わる動向

サンプリング 調査不能・無回答 調査方式 質問紙法

～1944年 1925　東京放送局，愛宕山から
本放送を開始

1925 娯楽番組の嗜好調査

1932 第1回全国ラジオ調査

1941 戦時下国民生活時間調査

1945年～
1954年

1946 NHK放送文化研究所設立

1947 サンプリング方
法の研究

（1948まで）

1948 第1回放送番組世論調査
（初のランダムサンプリング
による調査）

1950 NHK，放送法に基づく特
殊法人となる

1950 ラジオ聴取率調査開始 1952 ラジオの聴 取
率調査方式実
験調査

1953 NHK，テレビ本放送を開始 1953 質問配列の順
位による回答
の偏りの研究

（教育番組意
向調査）

1954 第1回テレビ視聴率調査
（京浜地区）

1955～
1964年

1956 番組の配列位
置による回答
の偏りの研究

1957 テレビ・メーター
実験

（1965まで）

1960 第1回国民生活時間調査
（以降5年おきに実施）

1960 受信契約名簿
から住民基本
台帳へ台帳を
変更（基礎調
査）

1961 テレビ視聴率調査を全国
規模に拡大（6月，11月年
2回実施）

1962 ラジオとテレビの視聴率調
査を一本化

1963 住民基本台帳
から調査相手
を直接抽出

1965～
1974年

1965 NHK放送世論調査所発足 1965 聴視率方式実
験調査

1966 第1回国民世論調査『日
本の未来像』実施

1966 聴取率調査検
討委員会
聴取率実験調
査

（1967,1968,
1970）

1967 質問の仕方の
研究

1968 参議院議員選挙で初の
全選挙区調査を実施
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年　代 NHK世論調査の変遷
調査方法論研究とそれに関わる動向

サンプリング 調査不能・無回答 調査方式 質問紙法

1965～
1974年

1969 衆議院議員選挙で初の
全選挙区調査を実施

1969 サンプリング研
究 会（日本 女
子大と共同）

（1970まで）

1970 国民生活時間調査を配
付回収法に変更

1970 基礎調査の廃
止

1971 視聴率調査を配付回収
法に変更

1973 第1回『日本人の意識』調
査（以降5年おきに実施）

1973 抽 出 方 法を3
段抽出から2段
抽 出へ（ 層 化
無作為2段抽
出法）

1973

1973

調査不能理由
の分析

調査不能者へ
の調査

1975～
1984年

1975『図説戦後世論史』刊行 1975 地点抽出の一
部をコンピュー
ターシステム化

1976　『くらしと政治』調査を実施 1976 調査方式比較
実験調査

1978 全国県民意識調査を実施 1978 第2次除外基
準廃止

1978 質問の仕方の
研究

（1981まで）
「質問の仕方」
実験調査実施

（1980）

1978『NHK世論調査資料集』
刊行

1978 層化無作為2
段抽出法の実
績精度の研究

1980 初の国際比較調査（日米）
実施

1979
頃

DCL方式の検
討

1980 所内に専用コンピューター
を設置

1983『テレビ視聴の30年』刊行 1983 2段抽出法の
実績精度の研
究

1982 電話法の研究
（1）
（1984まで）
「 電話の利用
に関する調査」
実施（1984）

1983 無回答の研究

1984 放送文化研究所と放送
世論調査所が合併

1984 関東視聴率調
査で番組評価
調査の試み

（1997まで）

1984 関東視聴率調査を開始
（番組評価調査を付加，4
月，10月年2回実施）

1985～
1994年

1985 第1回『日本人とテレビ』
調査（以降5年おきに実施）

1989 電話法の研究
（2）
（1993まで）
「環境問題」に
関する日米比
較調査（電話
調査の研究）

（1991）

1990 放送総局編成局に世論
調査業務を配置

1991 国際シンポジウム『多チャ
ンネル時代のテレビ視聴』
開催

1992 選挙世論調査にデータ伝
送システムを導入
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年　代 NHK世論調査の変遷
調査方法論研究とそれに関わる動向

サンプリング 調査不能・無回答 調査方式 質問紙法

1985～
1994年

1994『世論調査データベース』
運用を開始

1995～
2004年

1995 国民生活時間調査をプリ
コード方式に変更

1995 調査不能の変
遷の分析

1996 全国県民意識調査（18年
ぶり）を実施

1996 面接法の職業
質問の検討

1996 第41回衆議院選挙150
選挙区で電話法（電話帳）
の実施

1998 第18回参議院選挙から
面接法を全面的に電話法

（名簿法）に変更

1998 政治意識月例調査を電話
法（名簿法）で開始

2001 編成局で番組総合調査
の導入

2001「調査について
の意識 」調査

（1）実施

2001 番組総合調査
の開発

2001 程度表現につ
いての国際比
較用調査

2001 参議院選挙（第19回）で
比例代表に非拘束名簿
式が導入され，「選挙区調
査」を電話法から面接法
に変更

2002『テレビ50年』調査を実施 2002「調査について
の意識 」調査

（2）実施

2003 衆議院選挙調査を電話法
（RDD）に変更

2004 政治意識月例調査を電話
法（RDD）に変更

2004 サンプリングシ
ステムをパソコ
ンシステムへ

2005～
2014年

2005 個人情報保護法改正

2006 住民基本台帳法改正

2006 協力依頼状を圧着はがきへ 2006 ウェブ実 験 調
査

2007 代替サンプル
の研究

2007「調査について
の調査」実施

2008 調査方式（個人面接法，
配付回収法，郵送法）比較
調査を実施

2008 調査方式比較
実験調査

2010 郵送法の検討
実験調査：面接
法との比較実
験調査

（2010）

2013『全国放送サービス接触
動向調査』を実施

2013 中間的選択肢
の研究

2014 携帯電話実験
調査の実施

（6社共同）

2015年 2015　 調査の実施を全面外部委
託化

2015　NHK独自携帯
電話実験調査
の実施
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注：
1）世論調査の定義の中には，視聴率調査のような

実 態調査は世論 調査としない考え方もある。
NHKでは，「視聴率調査」「生活時間調査」など
の実態調査も含め，母集団への代表性を持った
サンプルによる調査のことを，広義の世論調査の
定義としている。本稿ではこの広義の定義の世論
調査を扱う。

2）「聴取好適時間調査」ともいい，ラジオを聴くの
に都合のいい時間や放送開始と終了の希望時刻
などについて尋ねた。

3）この期間に，サンプリング方法の検討と同時に全
国の調査組織網を確立した。

4）一般的に世論調査のサンプル（標本）のことを調
査対象者と呼ぶことが多いが，NHKでは当初か
ら調査相手という用語が使われてきた。本稿でも
調査相手という用語を用いる。

5）1947年，1948年頃から政府や各マスコミ機関の
ランダム・サンプリングによる世論調査ははじめら
れている。例えば，政府による最初の本格的な世
論調査は，1947年8月の「経済実相報告書に対
する輿論動向調査」である。

6）全国聴取率調査は， 1950年6月から1951年2月
は隔週，1951年5月から1952年度までは毎月，
1953年度は年6回実施していた。そのほかにも
数多くの世論調査を実施しており，そのため，こ
のような量のサンプルを作成していたものと思わ
れる。

7）サンプリングについては，『サンプリングの理論と
実際』という名称の内部報告書が1972年，1978
年，1991年，2012年に作成され，各時点でのサ
ンプリング方法が記録されている。

8）それぞれのサンプリング方式のvx（実績精度）は，
次の式により算出している（高宮・杉山，1978a）。
なお，2段ランダム・サンプリングと層別・2段ラ
ンダム・サンプリングの式は，論文誌発行後，式
に間違いがあることがわかった。以下の式は，高
宮による修正後のものである。
・単純ランダム・サンプリング
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・層別ランダム・サンプリング

vx2 ＝
（xi－ x）2
n

i = 1

n（n － 1）

Sk
2 ＝

（xi－ xk）

nk－ 1

∑
j = 1

R

（  ）vx2 ＝

∑（xi－ xj）2
nj

i = 1

nj（nj－ 1）
Nj－N

2

Sjk
2∑

j = 1

R

∑
k= 1

mj

（  ）vx2 ＝ ＋
mj（mj－ 1）

Nj－N
1

mj
2xj

2

Sk
2∑

k= 1

m

vx2 ＝ ＋
（x － xk）2

m

k = 1

m（m － 1）
1

m2n

∑

∑

nk

i = 1
∑

（xj－ xjk）
mj

k = 1
∑

　　　　j…層番号　 N…母集団の大きさ
　　　　R…層の数　Nj…j層の母集団の大きさ

・2段ランダム・サンプリング
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　　　　nk…k番目の第1次抽出のサンプル数

・層化無作為2段ランダム・サンプリング
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　　　　mj…j層から抽出した第1次抽出単位の数
　　　　nj…j層での第t次抽出単位から抽出する
　　　　　　 第2次抽出単位の数

9）地域特性についての2段抽出の影響については，
調査地点の全調査対象の地域特性が同一属性を
持つため，あらかじめわかっている地域特性につ
いては，調査をしなくても計算できる。

10）枠母集団とは，抽出を行う構成単位が掲載されて
いるリストなどのことをいう。この場合は住民基本
台帳である。

11）NHKでは，1年分の調査相手をほとんどの外部
委託調査の分も含めて5月にまとめて抽出していた

（一部，転居の多い地域は10月以降の調査の分
を9月に抽出）。2006年11月に住民基本台帳法
改正が施行され，2007年度以降は，全地点で5
月と9月に抽出することになった。また，2009年
度以降，すべての外部委託調査の抽出は，調査
会社にその都度抽出を委託することになった。

12）現在では，視聴率調査と呼んでいるが，当時は，
まだラジオの聴取率も重要視されていたため，ラ
ジオの聴取率とテレビの視聴率の両方の意味で
聴視率という名称が使われていたと思われる。

13）5分が1単位であるので，例として次のようなもの
があげられている。
・5分ごとの聴視率
・平均聴視率（時間帯・個別番組）
・番組の放送時間を半分以上聴視した人の率（当

時のNHKの個別番組聴視率の定義。現在の
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番組視聴率の定義は，5分を単位とした放送時
間枠で区切った番組ごとの平均値）

・接触率（少しでも聴視した人の率）
・聴視時間量

14）そのほかに1978年に，社会の変化が大きいとし
て調査が行われている。国民生活時間調査には，
月・火・木・金の平日調査と土・日調査という形
の年と全曜日調査の年があり（最新の2015年調
査は全曜日），また，県別の違いをみるために全
県調査を行っている年がある。

15）プリコード方式への変更は，1980年調査でも検
討されたが，当時プリコードで実施されていた同
種の調査である「社会生活基本調査」などと比べ
て，家事，仕事，交際などに，かなりの違いがあ
ることがわかり，経時的な比較ができなくなるこ
とから，変更をやめた経緯がある（鈴木，1982）。

16）「監査はがき」は調査が正しく実施されたかを確認
するための，調査相手に対するはがきによる事後
調査である。通常の個人面接法の調査などでも
実施される。

17）ミックスモードとは，1つの調査で複数の調査方式
を使用するものである。広義にはいろいろな組み
合わせ方があるが，ここで注目されていたのは，1
つの調査で同じ調査票で人によって異なる調査方
式で実施し，1つの結果として集計する方法であ
る。回答が得られにくい属性の調査相手に対し
て，別の調査方式で実施することにより回答を得
て総合的な有効率を高めるための方策として期待
される。ただし，方式による測定誤差の違いがあ
ることが課題の1つである。

18）アメリカの電話調査は1940年代からはじめられ，
1960年代後半にRDD法が開発された。

19）世帯から個人の抽出方法については，「トロダー
ル・カーター・ブライアント法：調査相手の人数に
よって，あらかじめ用意された4つの表のうち，1
つを無作為に選び，その指示に従って選ぶ。その
表は，世帯人数によって，例えば『1番年上の男
性』といった指示がされている」，「ハーゲンコリ
ア法：トロダール・カーター・ブライアント法の省
略形の表」なども検討されたが，これらは，ラン
ダム・サンプリングではなく，システマティックに
行う割当法だったため，抽出後のサンプルの性・
年層構成が安定しなかった。

20）当初，テレマーケティング会社に電話調査を委託
したときには，それまで行っていた業務の影響で，
コミュニケーター（オペレーターという会社もある）
は，相手が拒否の姿勢をみせると即座に切電する
傾向がみられた。指導の結果，本番では，拒否

の調査相手を説得したり，再度，電話をかけるこ
とが可能になった。

21）名簿法は，選挙人名簿や住民基本台帳から調査
相手を抽出し，電話帳などで調査相手の住所を
調べる方法であるが，計画サンプル（台帳から抽
出したサンプル）の精度が高いことから採用され
た。

22）NHKでは，RDD調査においてこの数値を回答率
と称し，有効率（回収率）の代わりに示している。
個人宅判明数が少なくなっても，回答数が同じだ
とむしろ回答率は高くなるなど，必ずしも調査精
度を示す数値になっていない。

23）2回の調査に対する違和感や心理的抵抗を最小に
するための配慮をしている。例えば，異なる調査
員を派遣し，2回目の調査票の前半は，1回目と
はかなり異なる質問で構成し，同一の内容の調査
を受けるという印象を弱めるようにした。

24）公平（1983）は，この「等価の」（Equivalent）に
ついて，「一字一句まったく等しいような逐語訳と
いうことではなく，質問の内容が全体として等し
くなるようなものであること」程度の意味としてい
る。
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文献（章ごと時系列順）：
全体を通して
・NHK総合放送文化研究所，放送世論調査所編
（1976）『20年のあゆみ』．

・中西尚道・新井久爾夫・吉田潤・杉山明子・秋山
登代子（1985）「世論調査の20年」『放送文化研究
所年報30』218-276．

・吉田潤（1994）「占領軍と日本の世論調査―ベネッ
トのPOSR資料から―」『NHK放送文化調査研究
年報39』163-190.

・NHK放送文化研究所編（1996）『文研50年のあゆ
み』．

Ⅰ 世論調査の精度について
Ⅰ－1 信頼性と妥当性
・林知己夫編（2002）『社会調査ハンドブック』（朝倉

書店）．

Ⅰ－2 標本誤差と非標本誤差
・統計数理研究所国民性調査委員会（1961）『日本

人の国民性』（至誠堂）392-394.
・杉山明子編（2011）『社会調査の基本』（朝倉書店）

124-125.

Ⅰ－3 総調査誤差の枠組み
・Groves, R., Fowler, F., Couper, M., Lepkowski, J., 

Singer, E., and Tourangeau, R.（2004=2011）, 
Survey Methodology, A John Willey & Sons, Inc

（大隅昇監訳『調査法ハンドブック』朝倉書店）.

Ⅱ サンプリングの研究
Ⅱ－1 サンプリング方法の変遷
・NHK放送文化研究所（1947）「聴取者抽出調査の

計畫について」『放送文化研究所月報 』1947年12
月，1-4.

・一戸久（1948）「聴取者の標本調査に関する諸問
題」『放送文化研究所月報』1948年2月，1-3.

・水野坦，羽島司，木村等，西平重喜（1950）「ラ
ジオ聴取者の標本調査計画」『統計数理研究輯報』
第1号．

・NHK放送文化研究所（1951）「サンプリングの考え
方と構造―放送番組世論調査の場合―」『文研月
報』1951年12月，12-14.

・鈴木信一（1952a）「基礎調査からサンプルの出来
上がるまで（1）（放送番組世論調査）」『文研月報』
1952年11月，10-14.

・鈴木信一（1952b）「基礎調査からサンプルの出来
上がるまで（2）（放送番組世論調査）」『文研月報』

1952年12月，12-14.
・鈴木信一（1953a）「基礎調査からサンプルの出来

上がるまで（3）（放送番組世論調査）」『文研月報』
1953年1月，22-24.

・鈴木信一（1953b）「基礎調査からサンプルの出来
上がるまで（4）（放送番組世論調査）」『文研月報』
1953年2月，18-19.

・鈴木信一（1953c）「基礎調査からサンプルの出来
上がるまで（5）（放送番組世論調査）」『文研月報』
1953年3月，15-16.

・鈴木信一（1953d）「国勢調査区利用によるサンプリ
ングについて」『文研月報』1953年7月，7-10,6.

・高宮義雄（1954）「新サンプルの構成について」『文
研月報』1954年12月，16-17.

Ⅱ－3 調査相手抽出インターバルの問題
・杉山明子（1970a）「サンプリングをめぐる諸問題1
『サンプリング・インターバル』」『文研月報』1970年
6月，13-24.

Ⅱ－4 調査地点数の検討
・杉山明子（1970d）「サンプリングをめぐる諸問題4
『二段抽出法における偏りと精度』」『文研月報 』
1970年9月，40-47.

・国枝玲子（1971）「サンプリングをめぐる諸問題5
『調査不能群を含む母集団における二段抽出法』」
『文研月報』1971年2月，32-42.

Ⅱ－5 層別・2段抽出や2段抽出の実績精度
・高宮義雄・杉山明子（1978a）「層別・2段抽出の

サンプル精度」『NHK放送文化研究年報』23，308-
320.

・高宮義雄・杉山明子（1978c）「調査有効サンプル
の精度―全国視聴率・宮城県沖地震調査」『文研
月報』1978年11月，34-40.

・小野寺典子（1983）「二段抽出の精度―全国県民
意識調査におけるサンプル精度―」『放送研究と調
査』1983年10月，62-65.

Ⅱ－6 代替サンプル使用の問題
・小野寺典子（2007b）「世論調査における代替サン

プル使用の問題点と検討」『放送研究と調査』2007
年12月，48-59.

Ⅲ 調査有効率と不能理由の研究
Ⅲ－1 調査不能理由の分析
・杉山明子（1970b）「サンプリングをめぐる諸問題2
『調査不能の実態とその調整の効果』」『文研月報』
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1970年7月，15-25.
・杉山明子（1970c）「サンプリングをめぐる諸問題3
『調査不能によるズレ』」『文研月報 』1970年8月，
22-25.

・杉山明子（1971）「サンプリングをめぐる諸問題6
『転出入に関連して』」『文研月報 』1971年10月，
57-66. 

・杉山明子（1973a）「調査不能の分析1」『文研月報』
1973年10月，30-39（Ⅲ−2にもあり）.

・塙融（1973）「調査不能の分析2」『文研月報』1973
年11月，33-44.

・杉山明子（1984）「調査不能とサンプル精度」『NHK
放送文化研究年報』29，51-64.

・小野寺典子（1995）「世論調査における調査不能と
精度」『放送研究と調査』1995年9月，54-57.

・調査方式比較プロジェクト（2010）「世論調査にお
ける調査方式の比較研究～個人面接法，配付回収
法，郵送法の2008年比較実験調査から～」『NHK
放送文化研究所年報』54，105-175（Ⅳ－3にもあ
り）.

Ⅲ－2 調査不能者の追跡
・杉山明子（1973a）「調査不能の分析1」『文研月報』

1973年10月，30-39（Ⅲ－1にもあり）.
・杉山明子（1973b）「調査不能の分析3」『文研月報』

1973年12月，29-36.

Ⅲ－3 調査についての調査
・山内利香，米倉律（2002a）「条件しだいで「拒否」
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